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要 旨 

都市内の交差点立体化工事において、工事中の道路交通や周辺環境への影響の少なく、急速施

工が可能な交差点立体化工法の開発を目的に、独立行政法人土木研究所と三菱重工業㈱、戸田建

設㈱は、平成 14 年度から約３年間にわたり、「交差点立体化の路上工事短縮技術の開発（二次渋

滞緩和を目指した急速交差点立体化工法の開発）」に関する共同研究を実施してきた。 

 本報告書は、工事中の交通渋滞を極力軽減し急速施工が可能な交差点立体化工法の開発に向け

て実施してきた共同研究成果を取りまとめたものである。 

キーワード： 交差点立体化、急速施工、路上工事、二次渋滞緩和、モジュール桁、 

橋脚柱先行建て込み 



 

ま え が き 

 

 都市内の主要な平面交差点では、慢性的な交通渋滞が発生しており、都市の経済活動を阻害し

ているだけでなく、騒音や大気汚染等により周辺環境や地球環境へも悪影響を及ぼしている。こ

のため、小規模な対策としては、交通容量を増やすための交差点部の拡幅、右折レーンの設置、

信号現示の改良・系統化等の交差点対策が、さらに大規模な対策としては交差点の立体化等の改

良工事が順次進められており、都市内の交通円滑化に効果を発揮している。 

 しかしながら、交差点の立体化工事は、交通量の多い既設道路上での工事であり、施工ヤード

等の制約条件の厳しい場所での施工となることから、施工期間が長期間に及び、工事に伴い新た

な交通渋滞を誘発することになる。さらに、既に市街化の進んだ都市内の工事となると、工事に

伴う渋滞・騒音・振動・大気汚染等の影響により、周辺住民の生活環境に大きな影響を与えるこ

とになる。 

 これらの問題に対して、交差点の立体化工事に伴う道路交通や周辺環境への影響を極力低減で

きる新技術・新工法の開発が早急に望まれていた。 

 そこで、独立行政法人土木研究所は、民間会社６グループと交差点立体化工事の急速施工が可

能な工法の開発を目指し、平成 14年度から 16年度まで「交差点立体化の路上工事短縮技術の開

発」に関する共同研究を以下の６課題に対して実施してきた。 

  ・上下同時作業による交差点立体化工法の開発 

  ・コンクリート・鋼複合構造による都市内交差点立体化技術の開発 

  ・二次渋滞緩和を目指した急速交差点立体化工法の開発 

  ・直接基礎形式等橋梁による急速交差点立体化工法の開発 

  ・上下部一体化橋梁による急速交差点立体化工法の開発 

  ・下路式トラス桁を用いた交差点立体化施工技術の開発 

その内、土木研究所と三菱重工業㈱、戸田建設㈱のグループは、工事中の交通渋滞を極力軽減

し交差点立体化工事の急速施工が可能となる工法の開発を目指し、「二次渋滞緩和を目指した急速

交差点立体化工法の開発」に関して共同研究を実施した。 

 本共同研究報告書は、共同研究内で実施してきた、主要な要素技術の性能確認実験や施工法の

検討結果など、一連の研究成果を取りまとめたものである。 
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1. 共同研究の目的 

 都市内の交通の円滑化を目的として行われる交差点立体化工事では、工事に伴う交通規制によ

り新たな交通渋滞が発生し、また、施工ヤード等の制約条件の厳しい場所での施工となることか

ら、施工期間が長期に及び、工事に伴う道路交通の影響も長期間にわたることになる。更に、工

事に伴う騒音・振動等により、周辺住民の生活環境に影響を及ぼすことになる。 
 このため、都市内の交差点立体化の工事において、道路交通や周辺環境への影響の少ない、大

幅な工期短縮に資する技術の開発が必要であり、上部工や橋脚柱基部の改良により工事中の交通

渋滞を極力軽減し交差点立体化工事の急速施工が可能となる工法の開発を目指し、本共同研究を

実施した。 

 

2. 共同研究体制 

 本共同研究は、独立行政法人土木研究所（施工技術チーム、基礎チーム）と三菱重工業㈱、戸

田建設㈱との間で実施した。共同研究の体制は、以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図-2.1 共同研究体制 

 
3. 共同研究計画 

 共同研究は、平成 14年度～16年度の３年間実施した。 
 共同研究の全体計画は、以下のとおりである。 

表-3.1 共同研究計画 

研究項目 14年度 15年度 16年度 備考 
全体構造・施工法の検討     
モジュール桁の施工性確認     
橋脚柱先行建込み工法の性

能確認 
    

タイロッド式擁壁工法の施

工性確認 
    

試設計     

施工システムの検証     
道路交通への影響検証     

独立行政法人土木研究所 
共同研究全般調整 
構造の技術的評価 
施工法の評価方法 

三菱重工業㈱ 
橋梁部（上部工）の構造・設

計・施工法の検討 

戸田建設㈱ 
橋梁部（橋脚－杭接合部）、擁

壁部の構造・設計・施工法の

検討 
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4. 課題と研究項目 

 本共同研究においては、主として「モジール桁工法」、「橋脚柱先行建て込み工法」及び「タイ

ロッド式擁壁工法」の施工性、強度性能等について確認するため、以下の課題について研究を行

った。 
 また、モデル地点での「すいすい MOP 工法」と従来工法の工事中における外部コストの比較

を行い、外部コストの改善効果の確認を行った。 

 
表-4.1 課題と研究項目 

アンカーフレーム方式

基礎杭の荷重分担の考え方

擁壁のパネル構造

鋼製部材の防錆対策

ア
プ
ロ
｜
チ
部
構
造

タイロッド式
擁壁工法

張出しブラケットを
内側に折り畳むこと
で、施工ヤードを縮
小するとともに、張
出しブラケットの架
設作業を効率化す
る。

アプローチ部の擁壁
構造を簡略化するこ
とにより、工期の短
縮と工費を縮減する
とともに景観に配慮
する。

現場打ち
鉄筋コンクリート擁壁

鉄筋・型枠の組立、
コンクリートの打
設・養生が必要なた
め、工期・工費がか
かる。

フーチングコンク
リート打設前に橋脚
柱を建て込むことに
より、上下部工を同
時並行作業とし、現
場工期を短縮する。

橋脚柱
先行建て込み工法

フーチングコンク
リートの所要強度発
現後、橋脚柱の取付
けとなるため、現場
工期が長い。

橋
脚
部
構
造

トラッククレーンによ
る吊り上げ架設工法

張出しブラケットを
架設する際、位置決
めも含め、架設作業
に時間を要する。ま
た、トラッククレー
ンを現道に配置する
ため、旋回時の回転
半径や転倒防止用ア
ウトリガーの張出し
幅との関係で、必要
車線が確保できない
場合がある。

モジュール桁工法

上
部
構
造

着目した現状技術 新工法において開発した要素技術

現状技術 課 題 要素技術 開発目的 実現に向けた研究項目

構
造
部
位

タイロッド式擁壁の設計手法の
確立

安全性を担保した上での、施工
性の向上（架設時間の短縮）

埋込み方式による設計法の道路
橋への適用

基礎杭と橋脚柱を連結する接合
治具の性能評価と設計手法の確
立

 





 

(3)  すいすい MOP 工法は、表-1.1 に示す構成技術の集合体である。構成技術は橋梁部とア

プローチ部に分かれている。特に、モジュール桁工法と橋脚柱先行建て込み工法の、少

なくとも一方を用いる場合を、すいすい MOP 工法と定義する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1.1 すいすいＭＯＰ工法の構成技術 

区分 構成技術 使用箇所 概要 
モジュール桁工法 上部工（橋桁）

の張出し 
ブラケット部 

上部工のコンパクト化技術であり、架

設時に折りたたんでいた張出しブラケ

ットを、架設後に、所定形状に展開す

る工法 
橋脚柱先行建て込み

工法 
橋脚柱の基部 杭の施工誤差の補正と橋脚柱の早期建

て込みを可能にする工法であり、上部

工と下部工の同時並行作業を可能にす

る工法 

橋梁部 

移動多軸台車による 
一括架設システム 

橋桁と橋脚柱 所定長さの橋桁と必要本数の橋脚柱
を、移動多軸台車を用いて、一括に架

設する方法であり、既存の建設機械を

システマティックに組み合わせること

で、工期の短縮と施工ヤードの縮小化

を図る架設システム 
タイロッド式 
擁壁工法 

アプローチ部 アプローチ部の盛土側壁を、景観プレ
キャストパネル、Ｈ鋼親杭及びタイロ

ッドで構成することにより、擁壁構造

を簡略化し、工期短縮とコスト縮減を

可能にする工法 

アプローチ部 

橋台機能代替構造 橋梁部と 
アプローチ部

の取り合い部 

橋台が有している、土留め機能と荷重

支持機能を、それぞれ、盛土と端部橋

脚に代替させることで、橋台を省略し、

工期短縮を可能とする構造 
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2. 工法の特徴 

 

(1) 工事施工中の右折車線確保 

すいすい MOP 工法は、モジュール桁工法を採用することで、工事施工中でも、交差点

部において右折車線を確保する等交差点部の規制を最小限にすることができる。 

 

(2) 現場内の施工ヤード組立用地確保 

すいすい MOP 工法では、現道の一部（アプローチ部等）を組立ヤードとして利用する

ため、現道以外の場所に、組立用地を別途確保する必要がない。 

 

(3) 工期短縮の実現 

橋脚柱先行建て込み工法を採用することで、上部工と下部工（基礎工）の同時並行作

業が可能となり、工期を短縮することができる。 

 

(4) 工事完成前の、車線の一部暫定的供用化 

４車線の立体交差橋を構築する場合、完成前でも、暫定的に供用させることは、一般

的には可能である。通常考えられる方法としては、2 車線の立体交差橋を組み合わせる

ことで、４車線にする方法がある。これは、現道における、施工中の交通切り回しが比

較的容易に行える場合に適用される方法であるが、施工に伴い、交通の流れが変わるた

め、交通渋滞に対する注意が必要である。一方、すいすい MOP 工法では、4 車線一体型

の立体交差橋に、モジュール桁工法を適用（張出しブラケットを 90 度程度に固定）する

ことで、立体交差橋に暫定的に 2 車線を確保することができる。また、道路中心に対し

て、左右対称に、車線を確保することができるため、交通の流れを乱すことが少ない。 

 

(5) 地盤条件に応じた、最適な基礎形式の選定 

すいすい MOP 工法では、杭基礎を基本形式としているが、応用形として、PC ウェル基

礎や直接基礎といった他の基礎形式も採用可能である。このため、地盤条件による制約

が少なく、地盤条件に応じた最適な形式を選定することができる。 

 









3.3 移動多軸台車による一括架設システム 

 

(1)  移動多軸台車による一括架設システム（以下「本システム」と呼ぶ）は、所定長さの

橋桁と必要本数の橋脚柱を、移動多軸台車を用いて、一括に架設する方法である。既存

の建設機械をシステマティックに組み合わせることで、工期短縮と施工ヤード（組立ヤ

ード）の縮小化を図る。 

 

①一括架設工法の必要性 

立体交差橋を構築する場合、交差点部は、交通規制の関係から、短期間のうちに架設

することが要求される。また、一般的に、交差点には、架設用のベント設備を設置する

ことはできない。このような理由から、交差点部の架設方法は、一括架設工法が標準と

なる。 

一括架設工法は、工場で製作された鋼桁ブロックを、対象交差点付近に設けた組立ヤ

ードで大ブロックにした後、鋼桁全体（所定長さの鋼桁）を、一括にて架設する工法で

ある。単材架設に比べ架設回数など、全体の作業量が減るため、工期短縮を図ることが

できる。その反面、架設用設備が大きくなるという欠点がある。特に、現道内に組立ヤ

ードを設ける場合、地組立時の交通規制が問題となる。地組立は、クレーンを用いて行

われるが、クレーン旋回時の回転半径や転倒防止用アウトリガーの張出し幅により、施

工中、必要車線を確保できないなどの問題が生じる。さらに、地組立完了後は、完成系

の形となる（総幅員分の幅をとる）ため、建築限界が確保できない場合には、その分、

交通規制帯幅が広がることになる。 

 

②本システムの概要 

すいすい MOP 工法では、この問題を解決するために、モジュール桁工法を活用する。

モジュール桁工法では、ブラケットを内側に折りたたんだ状態で地組立が行われるため、

交通規制幅が狭くなる。しかも、図-3.3.1 に示す門型油圧揚上機を用いれば、組立ヤー

ドの縮小化も図れる。   

本システムは、このように、モジュール桁工法をベースに、門型油圧揚上機、移動多

軸台車、リフトアップ装置など、既存の建設機械をシステマティックに組み合わせるこ

とで、工期短縮と施工ヤード（組立ヤード）の縮小化を図るシステムでもある。 

 

③本システムによる架設方法 

本システムによる架設は、次のような手順で行われる。先ず、トレーラーにて、工場

から輸送されてきた鋼桁を、門型油圧揚上機で荷揚げした後、そのまま、移動多軸台車

上で地組立を行う。このような方法を採用することで、クレーン等による旋回作業が不

要となる。また、門型油圧揚上機の設置幅も、アウトリガーの張出し幅よりも小さくす

ることが可能であり、その結果、組立ヤードを縮小することができる。橋脚柱も同様に、

門型油圧揚上機で、荷揚げと地組立を行う。 



次に、地組立を終えた大ブロック（又は橋脚柱）は、移動多軸台車にて、設置個所ま

で搬送される。その後、移動多軸台車上に装備されたリフトアップ装置を用いて、一括

架設が行われる。 

すいすい MOP 工法の標準的な架設方法としては、アプローチ部に組立ヤードを設け、

アプローチ部から橋梁部に向かって、移動多軸台車を、ほぼ直線的に走行させる。これ

により、施工ヤードを限定することができる。 

なお、交差点（現地）によって、組立ヤードが広く取れる場合には、門型油圧揚上機

が不要となるケースも想定されるが、このような場合も、本システムの範疇に属するも

のとした。 

 

(2)  立体化工事も、他の工事と同様、事業化に向けては、用地確保の問題がある。都市部

では、一般的に、大規模用地を確保することは難しく、組立ヤードが確保できないこと

もある。すいすい MOP 工法では、組立ヤードを、現道内アプローチ部、すなわち道路管

理者の所有地に確保することで、立体化事業の早期着工が可能となる。 

 

 

 





3.5 橋台機能代替構造 

 

(1)  橋台機能代替構造は、橋台が有している、土留め機能と荷重支持機能を、それぞれ、

盛土と端部橋脚に代替させることで、橋台を省略する構造である。 

立体交差橋におけるアプローチ部と橋梁部との接続部には、通常、橋台が設置される。

アプローチ部は盛土で構成されるため、橋台の背面には土圧が作用する。橋台には、こ

の土圧に抵抗する土留め機能があり、盛土を安定させる役割を担っている。一方、橋梁

部を構成する上部工は、適当な間隔で設置された橋脚（下部工）で支持されているが、

端部の下部工については、前述の土留め機能が求められるため、構造形式は、橋脚では

なく、橋台となる。このように、橋台には、土留め機能と荷重支持機能がある。 

すいすい MOP 工法では、橋台が有している、土留め機能と荷重支持機能を、それぞれ、

盛土と端部橋脚に代替させる構造として、橋台機能代替構造を採用している。この構造

は、アプローチ部における、すいすい MOP 工法の構成技術であり、表-3.5.1 のように整

理される。 

表-3.5.1 橋台機能の代替（常時） 
 橋台に作用する荷重 代替部位 

土留め機能 

 

盛土妻側擁壁 

荷重支持機能 

 

端部橋脚 

 
(2)  橋台機能代替構造は、端部橋脚、盛土妻側擁壁、伸縮装置及び踏掛版等で構成される。 

橋台機能代替構造は、図-3.5.1 に示すように、端部橋脚、盛土妻側擁壁、これらを連

結する伸縮装置及び踏掛版で構成される。この他、図-3.5.2 に示すように、踏掛版を支

持する踏掛版受け支承がある。 

上載荷重

土圧の水平成分

橋台自重

上部工荷重
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3.2 作業員の構成と使用設備 
 

(1)作業員の編成 

現場での施工を再現するため、現地の人員構成と同様に 4 人を 1 パーティとし、施工

性の検証、展開時のサイクルタイムの計測を実施した。 

 

世話役      1 人 

ｸﾚｰﾝｵﾍﾟﾚｰﾀｰ 1 人 

作業員      2 人 

                     計    4 人 

 
 
(2)使用設備 
   本試験の使用設備を、表-3.2 に示す。 
 

表-3.2 使用設備 

名称 形式 備考 
展開用小型クレーン 10ton ホイールクレーン TR-100ML 

低騒音ドリフトピン打込機 ニューハイセッター NHS-22 
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3.3 試験項目 

 

 本試験の試験項目を、表-3.3 に示す。 
  各ステージにおいて、施工状況の確認や、施工上の課題整理など施工性を検証する。 
「上部工の仮固定」では、ドリフトピンの打ち込み作業により、仮組み検査時と同様に所定の出

来型が再現できる。本試験では、ジャッキやレバーブロック等の引き込み設備を使うことなく、

展開後にドリフトピンの打ち込み作業ができることを確認する。 
本工法のポイントである「上部工の展開」は、1 部材当りのサイクルタイムを確認するため、

①～③の各々の作業時間を計測する。 
① ブラケット吊金具に玉掛けワイヤーをセット 
② 小型クレーンにてブラケットを展開 
③ 玉掛けワイヤー、シャックルの取り外し 

 
表-3.3 試験項目 

試験項目 作業ステージ 内容 
各ステージ • 施工状況の検証 

• 施工上の課題整理 
施工性の検証 

上部工の仮固定 • 展開後の形状再現 
サイクルタイム 上部工の展開 • 展開時間の計測 
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3.4 試験結果 

 

(1)施工性の検証結果 

本工法の特徴となる「上部工の地組立」、「上部工の展開」、「上部工の仮固定」の 3

つのステージにおける施工性の検証結果を、表-3.4 に示す。 

  
表-3.4 施工性の検証結果 

作業ステージ 結果 
上部工の地組立 • ブラケット用の吊足場は、吊ワイヤーと干渉しない部分を地

組立て時に同時搭載できる。 
• 吊足場は、反転した状態で設置されるため、所要の剛性を有

する単管足場を採用する。 
• 吊ワイヤーは、ブラケット鋼床版面がレベルになるように、

重心のずれをチェーンブロックなどで長さを調整し、地組立

てを容易にする。 
• ブラケット架設時は、展開冶具のピンを挿入するだけで形状

保持できる。 
上部工の展開 • ブラケット展開時は、足場設置状態でも容易な展開作業がで

きた。 
• 90°付近の部材重心が展開冶具を超える位置では、ブラケッ

トが急転しないように、静かにクレーン旋回作業を行う。ク

レーンに作用する力もこの位置で最大となり、展開重量の

76%程度（足場無搭載時のブラケット重量 1.7t 時にクレーン

負荷荷重 1.3t）であった。 

• 縦断緩和曲線ブロックの展開においても、テーパー材を用い

て展開冶具を直角に配置することにより、展開の不具合はな

し。（図-3.2 参照） 
上部工の仮固定 • 展開治具が桁自重を支え、また位置決めの役割を担うため、

展開直後のクレーンの解放及びドリフトピンの容易で確実

な挿入が可能となり、静かに円滑な施工ができるとともに、

ドリフトピン施工により所定形状の再現ができた。 
• ドリフトピンは安定した足場上での作業となるため、低騒音

型ドリフトピン施工機械を用いて容易に施工ができた。 
 



 3-8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)サイクルタイム 
  張出しブラケット 1ブロックの、上部工展開作業における計測結果を表-3.5 に示す。 

クレーンによる展開作業は 2分程度であり、玉掛けワイヤーの取付、解体を含めても 4

分以内で作業できた。 
 

表-3.5 上部工の展開サイクルタイム（1ブロックあたり） 

作業ステージ 時間 結果 
玉掛け作業 0 分 50 秒 クレーン据付け完了後、玉掛けワイヤー取付まで 
展開 2 分 00 秒 展開開始から完了まで 
玉掛け解体 0 分 30 秒 玉掛けワイヤーはずし 
合計 3 分 20 秒  

 

図-3.2 縦断緩和曲線部の展開冶具（展開前） 

テーパー材 

主桁側 

ブラケット側 

縦断曲線 

縦断曲線 

展開冶具 展開冶具 
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  ③足場の仕上げ 
 

 
 
 
 
 

完成状況 
 
 
 
 
 

 

図-3.5 足場の仕上げ 
 





 3-13

 
4. まとめ 

 

 実証試験により、「モジュール桁工法」の施工性を確認できた。下記にその結果を示す。 

・ 「上部工の展開」では、実質 4分以内で展開でき、短時間に容易な施工ができた。 

・ 「上部工の地組立」では、ブラケットとともに、吊り足場も同時に搭載することが可

能であり、これにより、足場の設置という、高所での危険作業を軽減することが可能

となった。 

・ 「上部工の仮固定」では、展開治具が桁自重を支え、また位置決めの役割を担うため、

展開直後のクレーンの解放及びドリフトピンの容易で確実な挿入が可能となり、静か

に円滑な施工ができた。 
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1. はじめに 

 「すいすい MOP」工法は、急速施工と工事中の二次渋滞緩和を目指した立体交差技術であり、

その急速化を可能としている構成技術のひとつが「橋脚柱先行建て込み工法」である。この「橋

脚柱先行建て込み工法」は、橋脚柱を直接接合する接合治具（以下 PICO 治具と呼ぶ）を、各種基

礎杭又はＰＣウェルの頭部にセットすることで、「基礎杭の施工誤差の補正」と「橋脚柱の早期建

込み」を可能とする工法である。この工法を採用することで、フーチングなどの基礎工事と橋桁

架設工事との同時並行作業が可能となり、大幅な工期短縮を実現することができる。 

今回の試験では、実物大の 1/1.4 に縮小化した供試体を製作し、PICO 治具の施工性確認試験と

その施工性確認試験で組み立てた供試体の強度性能等を確認するための載荷試験を実施した。 

施工性確認試験では、基礎杭の施工誤差補正に係わる PICO 治具の位置合わせや接合などの施工

性及び溶接の品質を確認した。一方、載荷試験では、施工性確認試験で溶接により連結された PICO

治具を対象とし、この接合治具がフーチングコンクリート打設までの仮設部材であることを考慮

し、一方向の単調載荷にて主に弾性範囲内での基本的な性能や耐力を確認したものであり、本報

告書はこれら一連の試験結果をとりまとめたものである。 
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2. 供試体 

2.1 供試体の概要 

 供試体は、施工性試験を考慮すると、実物大であることが望ましいが、載荷試験も兼ねる供試

体であるため、載荷試験設備の制約より、試設計を行った実構造物を約 1/1.4 にスケールダウン

した供試体を用いた。ただし、今回の載荷試験は、PICO 治具の基本的な性能、耐力を確認するこ

とが目的であるため、鋼製橋脚部はスケールダウンしたものより厚い板を使用し、PICO 板材の強

度及び性能が確認できるように配慮した。 

  

2.2 供試体の諸元と使用材料 

 実験供試体の諸元は表-2.1 に示す通りである。また、図-2.1～図-2.4 に供試体の図を示す。 

 

表-2.1 供試体の諸元 

 部 位 サイズ 鋼 種 

鋼製橋脚部 断 面 1000mm×1000mm SS400 

 板 厚 16mm SS400 

 縦リブ断面 16mm×110mm SS400 

 ダイヤフラム間隔 500mm SS400 

PICO 治具 上 PICO 板厚 32mm SM490 

 上 PICO リブ厚 25mm SM490 

 下 PICO リブ厚 19mm SM490 

 下 PICO 板厚 32mm SM490 

 底版 PICO 板厚 36mm SM490 

 リブ間すみ肉溶接サイズ ７mm － 
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図-2.1 供試体図（その１） 

供試体正面図 供試体側面図

鋼製柱 □－1000×1000

10-M24インサート

8－φ45

10-M24インサート

(SS400 t=16mm)

縦リブ PL-110ｘ16

（SS400 t=16mm）
鋼製柱 □－1000×1000

縦リブ PL-110ｘ16

8－φ45

10-M24インサート

(SS400)(SS400)

ダイヤフラム ダイヤフラム
(SS400 t=12mm)(SS400 t=12mm)

Ａ－Ａ断面詳細図

B Ｂ

Ｂ－Ｂ断面詳細図

PICO部①

ＰＩＣＯ部①詳細図

PICO部②

ＰＩＣＯ部②詳細図

Ｄ Ｄ

Ｃ Ｃ

Ｅ Ｅ

Ａ Ａ

頭部補強
(SS400 t=16mm)

頭部補強
(SS400 t=16mm)

M24(F10T)

PL-40(SM490)

橋脚基部詳細図

ダイヤフラム
(SS400 t=12mm)

8
14 45

10

PL-32(SS400)

反
力
壁
～

反
力
壁
～補強リブ PL-25

(SS400) 補強リブ PL-25

(SS400)

頭部補強
(SS400 t=16mm)

PL-60(SＳ400)

※ 記載なき鋼材はSM490

調整ボルト（M22)

PL-32(SS400)
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図-2.2 供試体図（その２） 

 

Ｃ－Ｃ断面詳細図

Ｄ－Ｄ断面内部プレート詳細図Ｄ－Ｄ断面詳細図

調整ボルト（M22）

PL-32(SM490)

PL-36(SM490)

PL-32(SM490)

※ 鋼材は全てＳＭ490

※ D-D断面の内部プレートは現場溶接とする

開口部（□-500×500）開口部（□-450×450）
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図-2.3 供試体図（その３） 

PL-36(SM490)

Ｅ－Ｅ断面詳細図

※ 記載なき鋼材は全てSM490

SM490 t=16mm

円筒 φ800mm

ｃ

定着部詳細図

ｃ

反
力
床
～

aa

b b

ａ－ａ断面詳細図

ｂ－ｂ断面詳細図

9－φ46（ＰＣ鋼棒用）

9－φ46（ＰＣ鋼棒用）

9－φ46（ＰＣ鋼棒用）

d

dPL-60(SS400)

PL-32(SS400)

PL-32(SS400)

PL-32(SS400)

ｃ－ｃ断面詳細図 ｄ－ｄ断面詳細図

定着部背面詳細図

12－D10を両面すみ肉溶接
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図-2.4 供試体現場溶接部詳細図 

7

7

15
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3. 施工性確認試験 

3.1 試験概要 

 施工性確認試験は、基礎杭施工誤差の補正に係わる位置合わせや上下 PICO 部材の接合などの施

工性を確認するため、以下の２供試体について実施した。 

  No.1 供試体：基礎杭打設による施工誤差なし 

  No.2 供試体：基礎杭打設による最大傾斜誤差 1/100 勾配を考慮 

 

3.2 試験方法 

 試験手順を以下に示すとともに、試験の実施状況を図-3.1 に示す。 

① 基礎杭及び杭頭リブプレートをモデル化した定着部及び底版 PICO をクレーンで床面に

設置する。 

② 底版PICOに橋脚柱中心及び下PICOの設置位置を墨出しし、ガイドアングルを取付ける。

（基礎杭の水平方向の施工誤差を補正） 

③ ガイドアングルに合わせてクレーンで下 PICO を取付け、すみ肉溶接する。 

  ④ ジャーナルジャッキ及び調整ボルトを設置する。 

  ⑤ 上 PICO をクレーンで下 PICO に取付け、ジャーナルジャッキ及び調整ボルトで高さ、傾

きを調整する。 

  ⑥ 上 PICO と下 PICO をすみ肉溶接する。 

  ⑦ 橋脚柱を上 PICO に高力ボルトで固定する。 

 

3.3 計測項目 

 施工性確認試験の計測項目を表-3.1 に示す。 

 

 表-3.1 施工性試験計測項目 

計測項目 計 測 内 容 

サイクルタイム 各施工段階に要する時間を測定する 

施工精度の確認 溶接接合後の設置精度を確認する 

溶接品質及び 

出来形の確認 

磁粉探傷試験法により溶接品質を確認する 

溶接ゲージにより溶接の出来形を確認する 
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3.4 試験結果 

3.4.1 サイクルタイム 

サイクルタイムは、実際の施工手順と同じ、②～⑥の各施工段階において所要時間の測定を行

った。 

各施工段階における作業員の編成を以下に、サイクルタイムの測定結果を表-3.2～3.3に示す。 

 

(1)作業員の編成 

1)PICO 治具調整・取付：    世話役       1 人 

ｸﾚｰﾝｵﾍﾟﾚｰﾀｰ  1 人 

作業員       2 人 

                     計      4 人 

2)PICO 治具溶接     ：    世話役       1 人 

溶接工     1 人 

作業員       1 人 

                     計       3 人 

 

(2)サイクルタイム測定結果 

 

表-3.2 サイクルタイム測定結果（No.1 供試体） 

施  工  段  階 所要時間 備  考 

② 底版 PICO に橋脚柱中心及び下 PICO の設置位置

を墨出しし、ガイドアングルを取付ける。 
12 分 
 

③ ガイドアングルに合わせてクレーンで下 PICO

を取付け、すみ肉溶接する。 
2 時間 30 分 ワイヤー式溶接

④ ジャーナルジャッキ及び調整ボルトを設置す

る。 
10 分 
 

⑤ 上 PICO をクレーンで下 PICO に取付け、ジャー

ナルジャッキ及び調整ボルトで高さ、傾きを調

整する。 

20 分 

 

⑥ 上 PICO と下 PICO をすみ肉溶接する。 

 
2 時間 10 分 ワイヤー式溶接

合 計 5時間 22 分 
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表-3.3 サイクルタイム測定結果（No.2 供試体） 

施  工  段  階 所要時間 備  考 

② 底版 PICO に橋脚柱中心及び下 PICO の設置位置

を墨出しし、ガイドアングルを取付ける。 
20 分 
 

③ ガイドアングルに合わせてクレーンで下 PICO

を取付け、すみ肉溶接する。 
2 時間 15 分 ワイヤー式溶接

④ ジャーナルジャッキ及び調整ボルトを設置す

る。 
10 分 
 

⑤ 上 PICO をクレーンで下 PICO に取付け、ジャー

ナルジャッキ及び調整ボルトで高さ、傾きを調

整する。 

20 分 

 

⑥ 上 PICO と下 PICO をすみ肉溶接する。 

 
2 時間 40 分 ワイヤー式溶接

合 計 5時間 45 分 
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3.4.3 溶接品質 

 溶接部の品質は、溶接部にきずなどの不良箇所がないか、磁粉探傷試験法にて全溶接延長にわ

たり確認を行った。 

 使用器材及び磁粉探傷試験結果を表-3.6～3.8 に示す。 

表-3.6 使用器材 

名   称 形   式 数 量 備  考 

ハンディマグナ NM-1 型 1 台  

蛍光磁粉液 LY-10 4 缶  

紫外線探傷灯 S-120 型 1 台  

 

表-3.7 磁粉探傷試験結果（No.1 供試体） 

測  定  部  位 測定結果 備   考 

底版 PICO と下 PICO の接合部 磁粉模様なし  

下 PICO と上 PICO の接合部（鉛直方向） 磁粉模様なし  

下 PICO と上 PICO の接合部（水平方向） 磁粉模様なし  

 

表-3.8 磁粉探傷試験結果（No.2 供試体） 

測  定  部  位 測定結果 備   考 

底版 PICO と下 PICO の接合部 磁粉模様なし  

下 PICO と上 PICO の接合部（鉛直方向） 磁粉模様なし  

下 PICO と上 PICO の接合部（水平方向） 磁粉模様なし  
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3.4.5 まとめ 

施工性確認試験の結果より、以下のことが確認された。 

  ① 基礎杭の施工誤差は、偏心量及び高さ、傾きとも約 20 分で補正可能である。 

② 上下 PICO の組立ては、約 1日で施工可能である。 

③ これより、底版 PICO 等の取付けを含めた PICO 治具全体の組立は、約 2日で施工可能で

あると考える。 

④ PICO 治具の施工精度は、基準高さ及び偏心量±1mm、上面の水平度 1/1000 以下であり、

精度の高い施工が可能である。 

⑤ 溶接の品質は、磁粉探傷試験の結果、不良箇所は見られず、上 PICO と下 PICO との間隔

を最低 500mm 程度とれば、十分な品質を確保できる。 
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図-4.2 供試体及び試験装置設置状況の概要 
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表-4.1(a) 計測項目一覧（その１） 

No. 測定項目 測定場所 番号 単位 使用機器名 備考
1 軸力 鉛直ジャッキ P1 kN 載荷装置に含む

2 水平荷重 水平ジャッキ P2 kN 載荷装置に含む

3 軸力ストローク 鉛直ジャッキ D-P1 mm 載荷装置に含む

4 水平ジャッキストローク 水平ジャッキ D-P2 mm 載荷装置に含む

5 載荷点 D-1 mm CDP-100 100mm

6 載荷点より1250mm D-2 mm CDP-100 100mm

7 載荷点より2500mm D-3 mm CDP-100 100mm

8 上PICO板変位 上PICO板部 D-4 mm CDP-50 50mm

9 下PICO下板変位 下PICO板部 D-5 mm CDP-50 50mm

10 圧縮部上 D-6 mm CDP-50 50mm

11 圧縮部下 D-7 mm CDP-50 50mm

12 引張部上 D-8 mm CDP-50 50mm

13 引張部下 D-9 mm CDP-50 50mm

14 圧縮部上 D-10 mm CDP-25 25mm

15 圧縮部下 D-11 mm CDP-25 25mm

16 引張部上 D-12 mm CDP-25 25mm

17 引張部下 D-13 mm CDP-25 25mm

18 水平ずれ（上） D-14 mm CDP-25 25mm

19 水平ずれ（下） D-15 mm CDP-25 25mm

20 鉛直ずれ M面側 D-16 mm CDP-25 25mm

21 鉛直ずれ P面側 D-17 mm CDP-25 25mm

22 圧縮部上部 H-1

23 圧縮部下部 H-2

24 引張部上部 H-3

25 引張部下部 H-4

26 圧縮部上部載荷方向 UPL-1 ２軸ゲージ

27 圧縮部上部上下方向 UPL-2 ２軸ゲージ

28 圧縮部下部載荷方向 UPL-3 ２軸ゲージ

29 圧縮部下部上下方向 UPL-4 ２軸ゲージ

30 引張部上部載荷方向 UPL-5 ２軸ゲージ

31 引張部上部上下方向 UPL-6 ２軸ゲージ

32 引張部下部載荷方向 UPL-7 ２軸ゲージ

33 引張部下部上下方向 UPL-8 ２軸ゲージ

34 引張部内側上部上下方向 UPL-9 No.2供試体のみ

35 引張部内側中央部上上下方向 UPL-10 No.2供試体のみ

36 引張部内側中央部下上下方向 UPL-11 No.2供試体のみ

37 引張部内側下部上下方向 UPL-12 No.2供試体のみ

38 引張部外側上部上下方向 UPL-13 No.2供試体のみ

39 引張部外側中央部上上下方向 UPL-14 No.2供試体のみ

40 引張部外側中央部下上下方向 UPL-15 No.2供試体のみ

41 引張部外側下部上下方向 UPL-16 No.2供試体のみ

42 圧縮部中央部上 UR-1

43 圧縮部中央部下 UR-2

44 圧縮部中央部中立側１上 UR-3

45 圧縮部上部上 UR-4

46 圧縮部上部下 UR-5 No.1供試体のみ

47 圧縮部下部上 UR-6 No.1供試体のみ

48 圧縮部下部下 UR-7

49 圧縮部中央部中立側２上 UR-8

50 圧縮部中央部中立側３上 UR-9

51 圧縮部中央部中立側３下 UR-10

52 中立部上部左 UR-11 No.1供試体のみ

53 中立部上部右 UR-12 No.1供試体のみ

54 中立部下部左 UR-13 No.1供試体のみ

55 中立部下部右 UR-14 No.1供試体のみ

56 引張部中央部中立側３上 UR-15

57 引張部中央部中立側３下 UR-16

58 引張部中央部中立側２上 UR-17

59 引張部上部上 UR-18

60 引張部上部下 UR-19 No.1供試体のみ

61 引張部下部上 UR-20 No.1供試体のみ

62 引張部下部下 UR-21

63 引張部中央部中立側１上 UR-22

64 引張部中央部上 UR-23

65 引張部中央部下 UR-24

柱水平変位

上PICO板～下板間相対
変位

柱部ひずみ

上PICO板ひずみ

上PICO板リブひずみ

定着板変位

下PICO板変位
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表-4.1 (b) 計測項目一覧（その２） 

No. 測定項目 測定場所 番号 単位 使用機器名 計測範囲
66 圧縮部外側中央部上リブ外側 LR-1

67 圧縮部外側中央部下リブ LR-2

68 圧縮部外側上部上リブ LR-3

69 圧縮部外側上部下リブ LR-4

70 圧縮部外側下部上リブ LR-5

71 圧縮部外側下部下リブ LR-6

72 圧縮部外側中央部上リブ内側 LR-7

73 圧縮部内側中央部上リブ外側 LR-8

74 圧縮部内側上部上リブ LR-9

75 圧縮部内側上部下リブ LR-10 No.1供試体のみ

76 圧縮部内側下部上リブ LR-11 No.1供試体のみ

77 圧縮部内側下部下リブ LR-12

78 圧縮部内側中央部下リブ LR-13

79 圧縮部内側中央部上リブ内側 LR-14

80 中立部上部左リブ外側 LR-15 No.1供試体のみ

81 中立部上部右リブ外側 LR-16 No.1供試体のみ

82 中立部下部左リブ外側 LR-17 No.1供試体のみ

83 中立部下部右リブ外側 LR-18 No.1供試体のみ

84 引張部内側中央部上リブ内側 LR-19

85 引張部内側中央部下リブ LR-20

86 引張部内側上部上リブ LR-21

87 引張部内側上部下リブ LR-22 No.1供試体のみ

88 引張部内側下部上リブ LR-23 No.1供試体のみ

89 引張部内側下部下リブ LR-24

90 引張部内側中央部上リブ外側 LR-25

91 引張部外側中央部上リブ内側 LR-26

92 引張部外上部上リブ LR-27

93 引張部外側上部下リブ LR-28

94 引張部外側下部上リブ LR-29

95 引張部外側下部下リブ LR-30

96 引張部外側中央部下リブ LR-31

97 引張部外側中央部上リブ外側 LR-32

98 圧縮部上部載荷方向 LPL-1 ２軸ゲージ

99 圧縮部上部上下方向 LPL-2 ２軸ゲージ

100 圧縮部下部載荷方向 LPL-3 ２軸ゲージ

101 圧縮部下部上下方向 LPL-4 ２軸ゲージ

102 引張部上部載荷方向 LPL-5 ２軸ゲージ

103 引張部上部上下方向 LPL-6 ２軸ゲージ

104 引張部下部載荷方向 LPL-7 ２軸ゲージ

105 引張部下部上下方向 LPL-8 ２軸ゲージ

106 圧縮部上部載荷方向 LPL-9 No.2供試体のみ

107 圧縮部中央部上載荷方向 LPL-10 No.2供試体のみ

108 圧縮部中央部下載荷方向 LPL-11 No.2供試体のみ

109 圧縮部下部載荷方向 LPL-12 No.2供試体のみ

110 引張部内側上部載荷方向 LPL-13 No.2供試体のみ

111 引張部内側上部上下方向 LPL-14 No.2供試体のみ

112 引張部内側中央部上載荷方向 LPL-15 No.2供試体のみ

113 引張部内側中央部上上下方向 LPL-16 No.2供試体のみ

114 引張部内側中央部下載荷方向 LPL-17 No.2供試体のみ

115 引張部内側中央部下上下方向 LPL-18 No.2供試体のみ

116 引張部内側下部載荷方向 LPL-19 No.2供試体のみ

117 引張部内側下部上下方向 LPL-20 No.2供試体のみ

118 引張部外側上部上下方向 LPL-21 No.2供試体のみ

119 引張部外側中央部上上下方向 LPL-22 No.2供試体のみ

120 引張部外側中央部下上下方向 LPL-23 No.2供試体のみ

121 引張部外側下部上下方向 LPL-24 No.2供試体のみ

122 圧縮部下PICO側載荷方向 FR-1 No.1供試体のみ

123 圧縮部下PICO側上下方向 FR-2 No.1供試体のみ

124 圧縮部定着板側載荷方向 FR-3 No.1供試体のみ

125 圧縮部定着板側上下方向 FR-4 No.1供試体のみ

126 引張部下PICO側載荷方向 FR-5 No.1供試体のみ

127 引張部下PICO側上下方向 FR-6 No.1供試体のみ

128 引張部定着板側載荷方向 FR-7 No.1供試体のみ

129 引張部定着板側上下方向 FR-8 No.1供試体のみ

下PICO板ひずみ

基礎杭リブひずみ

下PICO板リブひずみ
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図-4.4 ひずみゲージ設置位置図（No.1 供試体） 

 
 
 
 
 



4-26 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図
-
4
.
5
ひ
ず
み
ゲ
ー
ジ
設
置
位
置
図
（
上
P
I
C
O
版
、
N
o
.
1
供
試
体
）



4-27 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図
-
4
.
6
ひ
ず
み
ゲ
ー
ジ
設
置
位
置
図
（
上
P
I
C
O
版
、
N
o
.
2
供
試
体
）



4-28 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図
-
4
.
7
ひ
ず
み
ゲ
ー
ジ
設
置
位
置
図
（
下
P
I
C
O
版
、
N
o
.
1
供
試
体
）



4-29 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図
-
4
.
8
ひ
ず
み
ゲ
ー
ジ
設
置
位
置
図
（
下
P
I
C
O
版
、
N
o
.
2
供
試
体
）



4-30 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4.9 ひずみゲージ設置位置図（基礎杭補強リブ、No.1 供試体） 
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4.4 材料試験及び供試体耐力 

(1)材料試験結果 

供試体に使用した材料は、試験対象である先行建込み PICO 治具部は SM490 をその他の部材は

SS400 材を使用した。PICO 治具の板厚 19mm、25mm、32mm の母材及びすみ肉溶接部の引張試験結

果を表-4.2 に示す。なお、母材引張試験は JIS Z 2241 に、すみ肉溶接部の試験は JIS Z 3132

に準拠した。 

 

(2)供試体耐力 

供試体の軸力 N=600kN 載荷時における許容水平荷重や降伏荷重は、設計上は上下 PICO リブ間

を接合しているすみ肉溶接部で決まり地震時許容荷重（地震時許容応力度に達する水平荷重値）

は、Pd3=320kN となる。材料試験結果の実降伏応力度を考慮すると、上 PICO 板部が最初に降伏

応力度に達し、その水平荷重値は、Py2=477kN となる。表-4.3 に上 PICO 部とすみ肉溶接部の各

応力状態における水平荷重値を示す。 

表-4.2 材料引張試験結果 

引張強さ 降伏応力度 引張強さ 降伏応力度

上PICO板 t=32mm SM490 523 333 490 315

上PICOリブ t=25mm SM490 519 330 490 315

下PICOリブ t=19mm SM490 529 332 490 315

下PICO板 t=32mm SM490 523 333 490 315

すみ肉溶接部 7mm 452 320 255 163

部 位 サイズ 鋼種 実強度（N/mm2) 公称値（N/mm2)

表-4.3 各応力状態における水平荷重値 P 

すみ肉溶接部 引張・圧縮方向のすみ肉のみ考慮（縦方向のみ考慮）
応力状態 水平荷重（ｋN)

常時許容荷重 Ｐｄ１ 常時 179

仮設時許容荷重 Ｐｄ２ 常時×1.25 237

地震時許容荷重 Ｐｄ３ 常時×1.25×1.3 320

耐力（公称降伏） Ｐｙ１ 公称降伏値 344

耐力（実降伏） Ｐｙ２ 実降伏値 726

163

320

応力値（N/mm2）

95

119

153

材料降伏値（実強度）

常時設計時

架設設計時

架設地震時設計時

材料降伏値（公称）

備 考

上PICO板
応力状態 応力値（N/mm2） ひずみ値（μ） 水平荷重（ｋN)

常時許容荷重 Ｐｄ１ 常時 185 925 294

仮設時許容荷重 Ｐｄ２ 常時×1.25 231 1155 351

地震時許容荷重 Ｐｄ３ 常時×1.25×1.3 300 1500 436

耐力（公称降伏） Ｐｙ１ 公称降伏値 315 1575 455

耐力（実降伏） Ｐｙ２ 実降伏値 333 1665 477 材料降伏値（実強度）

常時設計時

架設設計時

架設地震時設計時

材料降伏値（公称）

備 考
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4.5 試験結果 

4.5.1 供試体の耐力 

図-4.10 は、No.1 供試体及び No.2 供試体の荷重－載荷点変位曲線である。No.1 供試体の最大

水平荷重 Pmax は、Pmax=899kN であった。今回の試験対象は PICO 部であるため、その他の部分は、

PICO 部に先行して降伏しないよう強度アップを図った。橋脚部と PICO 部を接合するボルトも、

強度向上のため配置上できる限りのボルトを配置したが、ボルトの目開き量が増加し、このまま

載荷を続けるとNo.2供試体に転用予定の橋脚部を破損させる可能性があったので載荷を899kNで

中止した。No.2 供試体は、接合部を引張側の接合ボルト位置付近の橋脚部プレートと上 PICO 板

部を溶接により補強して載荷を実施した。最大水平荷重 Pmax は、Pmax=1,373kN であり、図-4.10

によると耐力にはまだ若干の余裕があったが、試験装置の載荷能力の関係上、これ以上載荷荷重

を上げることができなくなったため載荷を中止した。 

施工誤差補正の影響は、No.1（施工誤差なし）と No.2（1/100 傾斜誤差を補正）との P=899kN

までの荷重―変位曲線を見る限りではほとんどないといえる。P=800kN 程度から、No.1 供試体の

変位が No.2 供試体より大きくなる傾向を示しているが、これは作用ボルト軸力が初期導入軸力よ

り大きくなり、溶接補強していない No.1 供試体のボルト離間の影響と思われる。なお、PICO 部

の地震時許容荷重（地震時許容応力度に達する荷重）Pd は、Pd=320kN であり、No.1、No.2 供試

体ともに十分な耐力を有することが確認された。 

図中の計算値は、各部位の断面二次モーメントを算出し、変位量を算出したものであるが、試

験値よりも変位量は小さく評価されている。計算値には、ボルト接合部や板の曲げ変形等が考慮

されていないためと思われるが、PICO 治具の曲げ剛性を 75％に低下させると、試験値とほぼ一致

する。この PICO 部の等価曲げ剛性を考慮することで、実際の変位量を算出することが可能となる。 

図-4.11～4.12に各場所の荷重－変位曲線を図 4-13～4-14に各荷重における供試体変形図を示

す。 
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4.5.3 上 PICO リブ部 

図-4.16～4.18 は No.1 供試体の、図-4.20～4.21 は No.2 供試体の上 PICO リブの荷重－

ひずみ曲線である。図中の設計計算値は、上 PICO リブ幅の有効幅を下 PICO リブ幅（120mm

を２カ所）として算出したものである（図-4.19 参照）。No.1 及び No.2 供試体とも圧縮側

のひずみ（UR-1～10）は、水平荷重に対して、ほぼ線形に推移している。一方、引張側の

ひずみ（UR-15～24）は、水平荷重 Pが 500kN 程度までは線形性を有するが、水平荷重 Pが

それ以上大きくなると、中立軸側の UR-15～17 のひずみ増分は小さくなり、逆に外縁側の

UR-22～24 のひずみ増分が大きくなる。これは、外縁部に橋脚部と上 PICO 板との接合ボル

トが配されているが、荷重 Pが小さく接合ボルト近傍の上 PICO 板部の応力が小さく剛性を

有する場合は、ボルトの引張力は上 PICO 板を介して、上 PICO リブ全幅に伝達されていく。

しかし、荷重が大きくなり、ボルト近傍の上 PICO 板部が降伏域に入ると、その部分の変形

が進行しボルト近傍の上 PICO 板リブ部分（外縁部）に主として力が伝達されることになる

ためである。それに対して、圧縮側が線形性を有するのは、橋脚部から上 PICO 板部に圧縮

力が伝達されることになるが、引張側はボルト引張力→上 PICO 板→上 PICO リブと、上 PICO

リブの板部を介して力が伝達されるのに対し、圧縮側は、橋脚柱の剛性の非常に高いリブ

プレートも力の伝達を担うため、上 PICO 板部の応力負担が小さくなるため、降伏すること

なく上 PICO リブ部に力を伝達できるためである。 

 さらに荷重が増加し水平荷重 P が 1000kN を超える高荷重域となると、最外縁部の

UR-23,24 のひずみ増分が小さくなり、逆に内側の UR-17,22 のひずみ増分が大きくなる。こ

れは、P=1000ｋN 程度で下 PICO リブの最外縁部分が降伏し、降伏していない内側部分に力

の負担が大きくなるからである。 図中に示した最外縁部（圧縮側 UR-1,2、引張側 UR-23,24）

の実験値は、設計計算値と比較すると概ね妥当な値となっている。 

 図-4.22～4.24 は No.1 供試体の、図-4.25～4.27 は No.2 供試体の、縦軸にひずみ値、横

軸に圧縮縁からの距離により、各水平荷重 Pにおける断面ひずみ分布を示したものである。

これらのひずみ値は、概ね線形性を有しており、計算値は実験値と比較しても概ね妥当な

値となっている。 
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4.5.4 下 PICO リブ部 

 図-4.28～4.30 は No.1 供試体の、図-4.32～4.33 は No.2 供試体の下 PICO リブの荷重－ひずみ

曲線である。図中の設計計算値は、下 PICO リブ幅の有効幅を力の流れが下 PICO 板と底版 PICO と

の溶接側に流れることを考慮して、全幅 120mm の内、溶接側の半分（60mm を２カ所）として算出

したものである（図 4.31 参照）。No.1 及び No.2 供試体とも圧縮側のひずみ（LR-1～10）は、水

平荷重 P=1000kN 程度までは、ほぼ線形性が保たれているが、それ以上の荷重なると部材が降伏し

大きくひずみが流れるようになる。引張側は、上 PICO リブと同様、水平荷重 P が 400～600kN 程

度までは線形性を有するが、それ以上の荷重になると、上 PICO 板部の降伏により上 PICO リブの

外縁部に力が流れるため、外縁部の LR-31,32 のひずみ増分が大きくなる。また、各部位のひずみ

の大きさは、下 PICO 部と底版 PICO 部のすみ肉溶接部に力が伝達するため、中央部のリブでは外

縁部の LR-31,32 と内縁部の LR-19,20 のひずみ値が大きく、LR-25,26 のひずみは小さい。外側の

リブでは、２枚ある内の外側リブの LR-27,30 のひずみが大きく内側リブの LR-28,29 のひずみが

小さい。これらの挙動は圧縮側でも同様の傾向が見られる。 

 図-4.34～4.37 は No.1 供試体の、図-4.38～4.41 は No.2 供試体の、縦軸にひずみ値、横軸に圧

縮縁からの距離により、各水平荷重 P における断面ひずみ分布を示したものである。断面ひずみ

は直線性を有しておらず、下 PICO 部と底版 PICO 部との溶接側である LR-31,32 及び LR-19,20 が

大きく、内側の LR-25,26 が小さくなっている。圧縮側でも概ね同様の傾向が見られる。本来圧縮

側は、底版 PICO 部に下 PICO が面的に押し付けられるため、面で一様に力が流れ実験値の様に溶

接側の外側が大きく、内側が小さくはならず、断面ひずみは直線性を有するはずではあるが、下

PICO 部と底版 PICO 部のすみ肉溶接部に力が伝達されるため、このような分布になったと思われ

る。設計計算値算出において、溶接側の２つのひずみだけを考慮すると、計測ひずみ値は計算値

と概ね一致し、リブの有効幅を溶接側に半分とした計算値は概ね妥当な値といえる。 
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4.5.5 上 PICO 板部 

図-4.42 は No.1 供試体の、図-4.43～4.44 は No.2 供試体の上 PICO 板の荷重－ひずみ曲線であ

る。図中の設計計算値は、ボルト軸力を分布荷重に換算し、上 PICO リブ間をスパンとした両端固

定梁とモデル化して算出したものである（図-4.45 参照）。圧縮側は橋脚柱のリブにより補剛され

たボルト定着板も圧縮力の伝達に寄与するため、上 PICO 板への負担が小さく圧縮側に貼付した

UPL-1～4 のひずみは小さいものとなっている。一方、引張側（UPL-5～16）は、ボルト軸力がダ

イレクトに集中荷重として、上 PICO 板部に作用するため、ひずみ値も総じて大きなものとなって

いる。P=500kN までは、概ね線形に推移するが、P=500kN をこえると降伏域が拡がり応力の再分配

により、ひずみの増分は大きくなる傾向を示している。リブ間スパン中央部に貼付したゲージ

（UPL-５～8）は、スパン方向のひずみは小さく、載荷方向のひずみが大きいものとなっている。

リブ近傍に貼付したゲージ（UPL-9～16）は、スパン中央部よりも大きいひずみが生じているが、

両端固定梁としてモデル化して算出した計算値により概ね評価できる。 
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資料－１ 状況写真 

(1)公開試験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

概要説明状況 

供試体 
 

載荷試験状況 
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(2)材料試験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

SM490 試験片（試験前） 

すみ肉溶接試験片（試験前）

 

引張試験状況 
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引張試験状況 

SM490 試験片（試験後） 

 

すみ肉溶接試験片（試験前）
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(3)磁粉探傷試験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

使用機器 
 ハンディマグナ 
 紫外線探傷灯 
蛍光磁粉液 

試験状況 
 底版PICOと下PICOの接合部

試験状況 
 下 PICO と上 PICO の接合部
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 1. はじめに 

「すいすい MOP 工法」は、急速施工と工事中の二次渋滞緩和を目指した立体交差技術であり、

その急速化を可能としている構成技術のひとつが「タイロッド式擁壁工法」である。この「タイ

ロッド式擁壁工法」は、アプローチ部の盛土区間の側壁を景観プレキャストパネル、Ｈ鋼親杭及

びタイロッドで構成することにより、従来工法のコンクリート擁壁と比較して、鉄筋・型枠の組

立、コンクリートの打設・養生の工程が不要となるため、大幅な工期短縮とコスト縮減を実現す

ることができる。また、すべての工程を擁壁内側より施工することができるため、一般通行車両

への影響を最小限に抑えることができる。 

今回の試験では、「タイロッド式擁壁工法」において新たに開発した景観プレキャストパネル

の設置状況について、実物大の供試体を製作し、景観プレキャストパネルの連続性や美観及び固

定ボルトの性能を確認する設置状況確認試験を実施したものであり、本報告書はこの試験結果を

とりまとめたものである。 
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2. 供試体 

 本試験の供試体は、実施工における景観プレキャストパネルの連続性や美観及び固定ボルトの

性能を確認するため、実物大の供試体を用いた。また、Ｈ鋼親杭については、実施工における打

設誤差を再現できる構造とした。 

 供試体の諸元と使用材料を表-2.1 に、図-2.1～2.2 に供試体の図を示す。 

 

 

表-2.1 供試体の諸元 

名  称 寸法（mm） 使用材料 

柵板パネル (W)1,710×(H)900×(t)130 
コンクリート（σck＝35 N/mm

2） 

鉄筋（SD345） 

目隠しパネル (W)600×(H)900×(t)35 コンクリート（σck＝35 N/mm
2） 

固定ボルト φ16×(L)150 SS400 

Ｈ型鋼 300×300×10×15 SS400 
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図-2.1 景観プレキャストパネル供試体図（その１） 

柵板パネル 

目隠しパネル 

固定ボルト 

(M16) 

(M16) 



5-4 

Ｈ鋼親杭架台 

 

壁面パネル設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.2 景観プレキャストパネル供試体図（その２） 

柵板パネル 目隠しパネル 

Ｈ鋼親杭 

Ｈ鋼親杭 

Ｈ鋼親杭 
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3. 設置状況確認試験 

3.1 試験概要 

 設置状況確認試験は、景観プレキャストパネルの設置状況を確認するため、Ｈ鋼親杭の打

設誤差を考慮し、以下の条件において実施した。また、ケース⑥の条件においてグラウト

の充填性について確認した。 

 

ケース① 水平移動時 （中央のＨ鋼親杭を水平に 25mm 移動させる） 

    ケース② 垂直外移動時（中央のＨ鋼親杭を外側に 25mm 移動させる） 

  ケース③ 垂直内移動時（中央のＨ鋼親杭を内側に 25mm 移動させる） 

  ケース④ 回転捻れ時 （中央のＨ鋼親杭頭部を 5°回転させる） 

ケース⑤ 垂直内倒れ時（中央のＨ鋼親杭を 13.5mm （H/200）転倒させる） 

  ケース⑥ 回転捻れ＋垂直外移動時 

（中央のＨ鋼親杭を 5°回転、外側に 10mm 移動させる） 

  ケース⑦ 垂直交差倒れ時 

（中央のＨ鋼親杭を根元部 7mm 外側、頭部 7mm 内側に移動させる） 

 

景観プレキャストパネルの設置は、実施工と同様にクレーンで最下段より順次行い、本

試験においては、３段目（H=2.7ｍ）まで設置した。 

 試験概要図を図-3.1～3.7 に示す。 
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図-3.1 水平移動時（25mm） 
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図-3.2 垂直外移動時（25mm） 
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図-3.3 垂直内移動時（25mm） 
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図-3.4 回転捻れ時（5°） 
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図-3.5 垂直内倒れ時（H/200=13.5mm） 
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図-3.6 回転捻れ（5°）＋垂直外移動（外側 10mm） 

 

5° 
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図-3.7 垂直交差倒れ時（外側 7mm、内側 7mm） 
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3.2 作業員の編成 

 実施工時と同様に、以下の作業員の編成で試験を行った。 

 (1)景観プレキャストパネル取付：  世話役    1 人 

                   ｸﾚｰﾝｵﾍﾟﾚｰﾀｰ 1 人 

                   作業員    2 人 

                    計     4 人 

 (2)グラウト充填       ：  世話役    1 人 

                   作業員    1 人 

                     計     2 人 

 

3.3 試験項目 

 本試験の試験項目を表-3.1 に示す。 

 

表-3.1 試験項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験項目 内   容 備   考 

設置状況の確認 

・景観プレキャストパネルの設置方法

の確認 

・固定ボルトの性能 

・グラウトの充填性 

 

出来映えの確認 
・景観プレキャストパネルの連続性や

美観の確認 
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3.4 試験結果 

3.4.1 設置状況の確認 

(1)景観プレキャストパネルの設置方法 

景観プレキャストパネルの設置方法は、図-3.8 に示すように、柵板パネルを順次先行し

て設置した後、目隠しパネルを取付ける方法で実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.8 景観プレキャストパネル設置方法 

 

 

この設置方法により、景観プレキャストパネルを擁壁内側より設置することができ、そ

の作業性も良好であった。 

(2)固定ボルトの性能 

固定ボルトは、中抜き調整ボルトと長ボルトを併用しながら調整することで、容易に目

隠しパネル等の取付位置を調整することができた。当初は中抜き調整ボルト回転用の治具

を計画していたが、手作業で容易に中抜き調整ボルトを回転させることができるため、特

別な治具は不要であることが確認できた。 

 (3)グラウトの充填性 

最終的にグラウトを充填し、一体化させる柵板パネルと目隠しパネルとの空隙部は、鉛

直目地方向に円形目地パッキン（φ40mm）を水平目地方向に漏水用の目地パッキン

（t=20mm）を貼付けた後、グラウトの充填を実施した。 

グラウトの充填を実施した結果、目地部からグラウト材が流出することなく、柵板パネ

ルと目隠しパネルとの空隙部に確実に充填されることが確認できた。 
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3.4.2 出来映えの確認 

(1)景観プレキャストパネルの連続性や美観 

Ｈ鋼親杭の打設誤差は、目隠しパネル等の微調整を行うことで容易に吸収できるため、

各条件下において従来型パネルのような極端な段差がなく、景観プレキャストパネルの連

続性を保て、美観的にも優れていることが確認できた。今回、柵板パネルと目隠しパネル

及びＨ鋼親杭前面と目隠しパネルとのクリアランスを 10mm としたが、この程度のクリア

ランスがあれば、Ｈ鋼親杭の施工誤差の吸収と景観プレキャストパネルの設置に支障がな

いと考える。また、今回の試験状況から、捻れに対する誤差吸収が最も厳しく、実施工に

当っては、定規とＨ型鋼のクリアランス等をシビアに管理することが重要である。 
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4. まとめ 

 設置状況確認試験の結果より、以下のことが確認できた。 

  ① 景観プレキャストパネルは、擁壁内側より設置することができ、その作業性も良好で

あった。  

② また、固定ボルトを回転させることにより、容易に目隠しパネル等の取付位置を調整

することができた。 

  ③ 柵板パネルと目隠しパネルとの空隙部には、目地材を適切に使用することで、確実に

グラウトが充填されることを確認できた。 

④ Ｈ鋼親杭の打設誤差は、目隠しパネル等の微調整を行うことで容易に吸収できるため、

景観プレキャストパネルの連続性を保て、美観的にも優れていることを確認できた。 
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(2)景観プレキャストパネル取付状況（改良） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

柵板パネル設置 

目隠しパネル設置 
 

固定ボルト取付 
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取付完了 
（回転捻れ 5° 

＋垂直移動 10mm）

取付完了 
（回転捻れ 5° 

＋垂直移動 10mm）
 

 

目隠しパネル部詳細 
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2. 構造形式 
 
従来工法及びすいすい MOP 工法の構造形式を、表-2.1 及び、図-2.1～2.3 に示す。 
 

表-2.1 構造形式 

区分 項目 従来工法 すいすい MOP 工法 

全体 全長 450.0m 434.0m 

 縦断勾配 +5%～-5% +5%～-5% 

 横断勾配 2%山形勾配 2%山形勾配 

橋梁部 橋長 200m 183.7m 

 上部工形式 5径間連続鋼床版箱桁橋（沓受構造） 5径間連続鋼床版鈑桁橋（剛結構造） 

 橋脚形式 鉄筋コンクリート製橋脚 

／場所打ち杭 

鋼製橋脚／橋脚埋込み方式 

／鋼管杭 

 橋台形式 鉄筋コンクリート製橋台 

+場所打ち杭 

橋台代替構造（端部橋脚+擁壁構造） 

+鋼管杭 

 施工方法 オールステージング工法 移動多軸台車による一括架設システム 

+モジュール桁工法 

+橋脚柱先行建て込み工法 

アプローチ部 盛土長 125m×2 125m×2 

 形式 Ｕ型＋Ｌ型擁壁構造 タイロッド式擁壁構造 

 
 



 

3. 施工方法及び工程計画 
 
すいすい MOP 工法の一般的な施工フローを図-3.1 に示す。 

橋梁部においては、1 径間分の施工を 1 サイクルとして、施工が繰り返される。この場合、上

部工地組立と基礎杭打設工は、ヤードを別にする（上部工地組立はアプローチ部で、基礎杭打設

工は橋梁部で、それぞれ施工する）ことで、同時並行作業が可能となる。1 径間分の上部工地組

立が完了すると、移動多軸台車を用いて上部工の一括架設を行う。このとき基礎杭の頭部に取り

付けられた PICO 治具で基礎杭と橋脚を先行接合することで、フーチングコンクリート工をクリテ

ィカルパスからはずし、工期短縮が図れることになる。アプローチ部については、基本的に、上

部工の架設が完了した後、作業を開始する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
すいすい MOP 工法の施工ステップ図を図-3.2～3.8、交通規制図を図-3.9～3.14、現地施工工程

表を図-3.15 に示す。 

比較対象となる従来工法の施工ステップ図兼交通規制図を図-3.16～3.18、現地施工工程表を図

-3.19 に示す。 

【１径間分の施工】

③土留工／仮設覆工

②上部工地組立
（橋脚地組立）

【ｱﾌﾟﾛｰﾁ部】

①準備工 ①準備工

上部工（橋脚工） 基礎工

【橋梁部】

①準備工

⑧盛土工（ﾀｲﾛｯﾄﾞ
式擁壁工法）

②基礎杭打設工

④PICO治具取付工

⑫工事完了 ⑫工事完了

⑤橋脚架設工

⑥上部工架設工
（一括架設）

⑩橋面工

⑦ﾌｰﾁﾝｸﾞｺﾝｸﾘｰﾄ工

⑨ブラケット展開工

⑫工事完了

⑪付属物工 ⑪付属物工

⑩橋面工

②～⑦の施工ステップを繰
り返し，全径間分のﾌｰﾁﾝｸﾞ
ｺﾝｸﾘｰﾄ工まで完了させる．

図-3.1 施工フロー図 



 

4. 外部コスト 

 

外部コストは、交通シミュレーションを用いて、当該交差点に対して１時間に通過する全

車両の通行所要時間を算出し、工事開始前との所要時間の差により工事渋滞による総遅れ時

間を算出した。これを貨幣換算化により１時間当たりの損失額とし、交通規制毎の所要時間

を掛け合わせて全体額を算出した。なお、交通シミュレーションでは、各交通規制形態に対

して、時間別交通量から時間帯をピーク時（1時間）、オフピーク時（11 時間）、夜間（12 時

間）の３分類とし、それぞれの 1時間当りの通行所要時間を算出している。 

外部コストの評価項目は、道路利用者に対する項目である走行時間に時間価値を乗じて算

出した走行時間損失、燃料費などの消耗品を走行費用として推定した走行費用損失、沿道お

よび地球環境に対する項目である CO2排出量より推定した地球温暖化損失、NOX および SPM の

排出量より推定した大気汚染損失の 4 項目で構成している。これらを累計した外部コストに

より、すいすい MOP 工法と従来工法の比較を行った。 

従来工法の外部コスト試算結果を表-4.2 に示す。 

従来工法は、図-3.18 より現地施工日数 682 日と工期が 2 年程度と長期間にわたり、その

うち、643 日が交差点付近の右折レーンが確保できない期間である。その結果、表-4.2 のよ

うに工事渋滞による外部コストは合計 71.3 億円となっている。 

 
表-4.1 従来工法の規制状況と外部コストケース名 

 
交通規制と施工ステップ状況 外部コストケース名 

Step 1 下部工(1) 1-1-1、1-2-1、1-3-1 

Step 2 下部工(2) 1-1-2、1-2-2、1-3-2 

Step 3 盛土工  

Step 4 上部工(1)  

Step 5（昼） 上部工(2)  

Step 5（夜） 上部工(2) 1-3-3 

 

 
 

 

表-4.2 従来工法の外部コスト 

日数 時間数 時間あたり 全工事期間 時間あたり 全工事期間 時間あたり 全工事期間 時間あたり 全工事期間

1-1-1(対象道路） 39 39 46.90 1829.29 1.36 52.93 0.11 4.30 0.15 5.86 1892

1-1-2（対象道路） 364.36 234283.48 8.40 5401.20 0.81 520.83 1.06 681.58 240887

1-1-2（迂回道路） 4.81 3092.83 1.58 1015.94 0.05 32.15 0.06 38.58 4180

1-2-1(対象道路） 39 429 2.03 870.61 0.18 75.33 0.00 1.30 0.01 3.41 951

1-2-2(対象道路） 643 7073 65.19 461088.87 0.88 6224.24 0.11 778.03 0.14 990.22 469081

1-3-1（対象道路） 39 468 1.54 718.63 0.40 188.72 0.01 5.16 0.01 6.25 919

622（＠12時間） 7464 -0.46 -3433.44 -0.27 -2015.28 -0.02 -149.28 -0.03 -223.92 -5822

21（１日＠4時間） 84 -0.46 -38.64 -0.27 -22.68 -0.02 -1.68 -0.03 -2.52 -66

1-3-3（対象道路） -47.54 -7986.72 -11.96 -2009.28 -0.17 -28.56 -0.16 -26.88 -10051

1-3-3（迂回道路） 45.71 7679.28 18.48 3104.64 0.57 95.76 0.58 97.44 10977

合計 16368 698104.18 12015.76 1258.01 1570.02 712948

総地球温暖化損失額(万円） 総大気汚染損失額（万円）走行経費損失額（万円）
条件 ケース

工事期間

オフピーク
（11時間

ピーク
（１時間） 643 643

夜間
（12時間）

21（１日＠8時間） 168

1-3-2（対象道路）

 

走行時間損失額(万円) 計 

(万円)



 

  
すいすい MOP 工法の外部コスト試算結果を表-4.4 に示す。 

すいすい MOP 工法は、図-3.15 より現地施工日数が 280 日であり、夜間施工を除く全期間

で、図 3.9 のように滞留長 50m の右折レーンを確保することができる。その結果、表-4.4 の

ように工事渋滞による外部コストは合計 3.5 億円に低減している。 
 

表-4.3 すいすい MOP 工法の規制状況と外部コストケース名 

 
交通規制と施工ステップ状況 外部コストケース名

パターン 1（規制図 1） 施工ステップ 

(1～3,7) 

常設ヤードでの作業 

（下部工、盛土工、地組立、橋面工） 

4-1-1、4-2-1、4-3-1

パターン 2（規制図 2） 施工ステップ(4) 側径間架設 4-3-2 

パターン 3（規制図 3） 施工ステップ(5) 中央径間架設 4-3-3、4-3-4 

パターン 4（規制図 4-1） 施工ステップ(6) ブラケット展開(1) 4-3-5 

パターン 5（規制図 4-2） 施工ステップ(1) ブラケット展開(2) 4-3-6 

パターン 6（規制図 4-3） 施工ステップ(1) ブラケット展開(3) 4-3-7 

表-4.4 すいすい MOP 工法の外部コスト 
 

日数 時間数 時間あたり 全工事期間 時間あたり 全工事期間 時間あたり 全工事期間 時間あたり 全工事期間
4-1-1（対象道路） 150 150 70.10 10515.00 2.01 301.50 0.16 23.40 0.20 30.15 10870
4-1-2（対象道路）
（テーパー長10m短く）

130 130 76.61 9959.30 2.09 271.70 0.17 22.10 0.22 28.60 10282

オフピー
ク

4-2-1（対象道路） 280 3080 3.49 10749.20 0.16 492.80 0.01 27.72 0.02 52.36 11322

4-3-1（対象道路） 243 2916 0.20 583.20 0.07 204.12 0.00 2.92 0.00 5.83 796
4-3-2（対象道路） 10 120 1.71 205.20 0.11 13.20 0.01 0.84 0.01 1.56 221
4-3-3（対象道路） -86.79 -86.79 -24.60 -24.60 -0.67 -0.67 -0.64 -0.64 -113
4-3-3（迂回道路） 88.57 88.57 34.54 34.54 1.08 1.08 1.10 1.10 125
4-3-4（対象道路） -47.54 -1093.42 -11.96 -275.08 -0.17 -3.91 -0.16 -3.68 -1376
4-3-4（迂回道路） 45.71 1051.33 18.48 425.04 0.57 13.11 0.58 13.34 1503
4-3-5（対象道路） 3.09 704.52 -0.35 -79.80 0.00 0.23 0.01 2.74 628
4-3-5（迂回道路） 0.81 184.68 0.41 93.48 0.01 1.60 0.00 0.91 281
4-3-6（対象道路） 10.79 388.44 -0.16 -5.76 0.02 0.65 0.03 1.19 385
4-3-6（迂回道路） 0.42 15.12 0.34 12.24 0.01 0.22 0.00 0.14 28
4-3-7（対象道路） 7.57 272.52 -0.07 -2.52 0.01 0.47 0.02 0.79 271
4-3-7（迂回道路） 0.18 6.48 0.14 5.04 0.00 -0.14 -0.01 -0.32 11

合計 6570 33543.35 1465.90 89.60 134.07 35233

ケース（対象道路）条件
工事期間

夜間
(12時間）

1

2

19

3

3

ピーク
（１時間）

36

計
（万円）

1

23

228

36

総大気汚染損失額（万円）走行経費損失額（万円）総地球温暖化損失額（万円）走行時間損失額(万円)



 

 

すいすい MOP 工法と従来工法の外部コストの比較結果を、図-4.5、4.6 に示す。 

すいすい MOP 工法は従来工法と比較し、施工日数の 59%低減に対して、外部コストは 95%低減し

ている。これは、実際の現地において、工期短縮のみならず、施工ヤードの縮小化や右折レーン

の確保などにより、施工中の交通容量を確保した施工方法の効果が大きいと考えられる。 

外部コストの大半は表-4.2 と表 4-4 より走行時間損失であり、外部コスト総額に対する時間損

失額の占める割合は、従来工法で 98%、すいすい MOP 工法で 95%となっている。交通渋滞が最も激

しくなるピーク時の時間損失額は、従来工法が 1 時間あたり最大 364.4 万円、すいすい MOP 工法

が 1時間あたり最大 76.6 万円となっており、79%程低減している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
すいすい MOP 工法は、交差点における右折レーンの確保により工事中の二次渋滞を緩和するこ

とで、１日当りの損失額を大幅に低減することができ、さらに、急速施工化による施工期間の短

縮との相乗効果により、工事期間中の外部コストを大幅に低減する工法であることが確認できた。 
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図-4.5 従来工法とすいすい MOP 工法の施工日数比較 

59%低減 

71.3
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図-4.6 従来工法とすいすい MOP 工法の外部コスト比較 

95%低減 
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1. まとめ 

 

 本共同研究においては、全体構造と施工法の検討、構成技術の確認試験による検証、道路交通

への影響検証などの研究を行い、以下の成果が得られた。 

 

 1)「モジュール桁工法」施工確認試験 

 

現地状況を再現するため実物大供試体を用いた施工確認試験を実施し、施工性の良さを

実証した。主な検証内容を下記に示す。 

 

・ 「上部工の展開」では、実質 4分以内で展開でき、短時間に容易な施工ができる。 

・ 「上部工の地組立」では、ブラケットとともに、吊り足場も同時に搭載し、新たな足場

設置を不要とすることで、高所での危険作業を軽減することができる。 

・ 「上部工の仮固定」では、展開治具が桁自重を支え、また位置決めの役割を担うため、

展開直後のクレーンの解放及びドリフトピンの容易で確実な挿入が可能となり、静かに

円滑な施工を実現できる。 

 

 2)「橋脚柱先行建て込み工法」性能確認試験 

 

 実構造物を 1/1.4 に縮小した供試体により、施工性確認試験及び強度性能確認試験を実

施し、施工性及び強度性能を実証した。主な検証内容を下記に示す。 

 

 ① 施工性確認試験 

・ 基礎杭の施工誤差は、偏心量及び高さ、傾きとも 20 分以内で補正できる。 

・ 上下 PICO の組立ては、約 1 日で施工できる。これより、底版 PICO 等の取付けを含

めた PICO 治具全体の組立は、約 2日で施工可能であると考える。 

・ PICO 治具の施工精度は、基準高さ及び偏心量±1mm、上面の水平度 1/1000 以下であ

り、所要の精度（基準高さ及び偏心量±5mm、上面の水平度 1/500 以下）を十分満足

できる。 

・ 溶接の品質は、磁粉探傷試験の結果、不良箇所は見られず、上 PICO と下 PICO との

間隔を最低 500mm 程度とれば、良好な作業性と十分な品質を確保できる。 

 

 ② 強度性能確認試験 

・ ２つの供試体による載荷試験より、PICO 治具は所要の強度性能を有する。 

・ ２つの供試体の比較により、1/100 の傾斜誤差を補正しても強度性能には影響を与え

ない。 

・ PICO 治具の曲げ剛性に等価剛性率を考慮して、曲げ剛性を補正することにより、実

際の変位量等を算定できる。 

・ 今回得られた試験データにより、PICO 治具の耐荷メカニズムを明確化した。 
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・ 許容応力度法に基づいた各部位の設計計算法は、試験データと設計計算値を比較検

証した結果、その妥当性が認められる。 

・ 各部位の設計計算法に基づき、今回の供試体リブ配置等を勘案することで、所要の

性能を有する PICO 治具の設計体系を確立した。 

 

 3)「タイロッド式擁壁工法」景観プレキャストパネル設置状況確認試験 

 

景観プレキャストパネルの連続性や美観及び固定ボルトの性能を確認するため、実物大

供試体を用いた設置状況確認試験を実施し、所定の誤差における設置状況と施工性を実証

した。主な検証内容を下記に示す。 

 

・ 景観プレキャストパネルは、擁壁内側より設置することができ、その作業性も良好であ

る。 

・ また、固定ボルトを回転させることにより、容易に目隠しパネル等の取付位置を調整す

ることができる。 

・ 柵板パネルと目隠しパネルとの空隙部には、目地材を適切に使用することで、確実にグ

ラウトを充填できる。 

・ Ｈ鋼親杭の打設誤差は、目隠しパネル等の微調整を行うことで容易に吸収できるため、

景観プレキャストパネルの連続性を保て、美観向上につながる。 

 

 4)外部コストに関する検討 

 

 モデル地点での「すいすい MOP 工法」と従来工法の工事中における外部コストの比較を

行い、外部コストの改善効果を把握した。 

「すいすい MOP 工法」は従来工法と比較し、施工日数の 59%低減に対して、外部コスト

は 95%と大幅に低減できる。これは、交差点における右折レーンの確保により工事中の二

次渋滞を緩和することで、１日当りの損失額を大幅に低減することと、急速施工化による

施工期間の短縮との相乗効果によるものであり、工事期間中における外部コストの大幅な

低減を意図した本工法のメリットに具体性をもたせることができた。 

 

 新工法において開発した要素技術を表-1.1～1.3 に示す。各種確認試験により、安全かつ確実

な施工が出来ることを検証した。また、本工法は、工事中の二次渋滞削減効果が高く、外部コス

ト試算結果に示すように、立体交差事業のイニシャルコストを上回る外部コストの削減効果があ

る。今後の交差点立体化事業では、完成後の渋滞削減による経済効果や環境効果のみならず、工

事中の渋滞削減による外部コスト削減効果も踏まえた工法選定がトータルコストの低減につなが

ると考える。 
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上部構造

手 法 結 果

トラッククレーンに
よる吊り上げ架設工
法

構造部位 現状技術 課 題

張出しブラケットを架
設する際、位置決めも
含め、架設作業に時間
を要する。また、ト
ラッククレーンを現道
に配置するため、旋回
時の回転半径や転倒防
止用アウトリガーの張
出し幅との関係で、必
要車線が確保できない
場合がある。

安全性を担保した上で
の、施工性の向上
（架設時間の短縮）

実物大モデルの試験体
を用いて、検証試験を
実施した。

展開治具が、張出しブ
ラケットの自重の一部
を負担し、位置決めの
役割も果たすため、安
全性と施工性が向上す
るという結果を得た。
(張出しブラケットの展
開時間は、１箇所あた
り実質４分以内であっ
た）
また、事前に足場を、
張出しブラケットに設
置しておくことで、高
所作業における安全性
も改善できることが分
かった。

モジュール桁工法 張出しブラケットを
内側に折り畳むこと
で、施工ヤードを縮
小するとともに、張
出しブラケットの架
設作業を効率化す
る。

着
目
し
た
現
状
技
術

新
工
法
に
お
い
て
開
発
し
た
要
素
技
術

要素技術 開発目的 実現に向けた研究項目
検討手法及び結果

表-1.1 新工法において開発した要素技術（1） 
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表-1.2 新工法において開発した要素技術（2） 

橋脚部構造

手 法 結 果

構造部位

アンカーフレーム方
式

現状技術 課 題

施工性確認試験：
基礎杭の施工誤差補正
は短時間に行え、出来
形及び品質とも十分満
足することを確認でき
た。

強度性能確認試験：
基礎杭の施工誤差を補
正した場合において
も、所要の強度性能を
有することを確認でき
た。
また、許容応力度法に
よる設計手法が適切で
あることを確認でき
た。

検討手法及び結果

橋脚柱
先行建て込み工法

フーチングコンクリー
トの所要強度発現後、
橋脚柱の取付けとなる
ため、現場工期が長
い。

新
工
法
に
お
い
て
開
発
し
た
要
素
技
術

要素技術 開発目的 実現に向けた研究項目

フーチングコンク
リート打設前に橋脚
柱を建て込むことに
より、上下部工を同
時並行作業とし、現
場工期を短縮する。

埋込み方式による設計
法の道路橋への適用

既往文献調査により、
鉄道構造物等設計標
準・同解説及び日本建
築学会の基準類に準拠
した。

常時・レベル１：日本
建築学会の埋込み柱脚
に準拠し設計を行っ
た。
レベル２：鉄道構造物
等設計標準・同解説の
埋込み方式に準拠し設
計を行った。

基礎杭の荷重分担の考
え方

ＦＥＭ解析により、橋
脚柱に連結された影響
度を確認した。

フーチングコンクリー
ト打設後の死荷重増
分・活荷重・地震時荷
重等は、各基礎杭で均
等に分担されることを
確認できた。

基礎杭と橋脚柱を連結
する接合治具の性能評
価と設計手法の確立

接合治具の施工性確認
試験及び強度性能確認
試験を実施した。

着
目
し
た
現
状
技
術



 7-5

表-1.3 新工法において開発した要素技術（3） 

アプローチ部構造

手 法 結 果

課 題

着
目
し
た
現
状
技
術

現場打ち鉄筋コンク
リート擁壁

鉄筋・型枠の組立、コ
ンクリートの打設・養
生が必要なため、工
期・工費がかかる。

構造部位 現状技術

検討手法及び結果

新
工
法
に
お
い
て
開
発
し
た
要
素
技
術

要素技術 開発目的 実現に向けた研究項目

タイロッド式
擁壁工法

アプローチ部の擁壁
構造を簡略化するこ
とにより、工期の短
縮と工費を縮減する
とともに景観に配慮
する。

タイロッド式擁壁の設
計手法の確立

既往文献調査により道
路土工指針に準拠し
た。

鋼製部材の防錆対策 既往文献調査により、
道路橋示方書及び多数
アンカー式補強土壁工
法設計施工マニュアル
に準拠した。

地盤をバネにモデル化
し、タイロッドの配置
など施工ステップを考
慮したフレームモデル
として設計を行った。

擁壁のパネル構造 景観パネルの設置状況
確認試験を実施した。

景観パネルは擁壁内側
より、容易に設置でき
ることを確認できた。
また、景観パネルの連
続性を保つことがで
き、美観的にも優れて
いることを確認でき
た。

タイロッド部材：板厚
あるいは直径に対して
1mmの腐食代と溶融亜鉛
メッキ処理を行う。
Ｈ鋼親杭：鋼材面に対
して1mmの腐食代、地上
部はさらに溶融亜鉛
メッキ処理またはコン
クリート等の被覆を行
う。
（いずれの場合も厳し
い腐食環境では別途要
対策）
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2. 今後の課題 

 

「すいすい MOP 工法」は、下記に示す 5つの構成技術の集合体である。 

① モジュール桁工法 

② 橋脚柱先行建て込み工法 

③ 移動多軸台車による一括架設システム 

④ タイロッド式擁壁工法 

⑤ 橋台機能代替構造 

 これらの構成技術のうち、「移動多軸台車による一括架設システム」と「橋台機能代替構造」の

2 つの構成技術は、既存技術を組み合わせたものであり、個々の技術については既に確立されて

いる。また、今回新工法として開発した「モジュール桁工法」、「橋脚柱先行建て込み工法」、「タ

イロッド式擁壁工法」については、確認試験を通じて施工性や強度性能を実証し、技術確立を図

った。既存技術の融合と新工法の開発からなる本研究によって、「すいすい MOP 工法」の各構成技

術の整備を完了することができた。 

今後は、現場条件に対応した応用的展開の検討及び、実施工を通じた工法のブラッシュアップ

を行っていくことが肝要となる。 

   

 なお、「すいすい MOP 工法」の設計・施工に当っては、本研究の成果を基に三菱重工業㈱と戸田

建設㈱で作成した「すいすい MOP 工法 設計・施工マニュアル」をガイドラインとして取りまと

めたので参考にされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 7-1

1. まとめ 

 

 本共同研究においては、全体構造と施工法の検討、構成技術の確認試験による検証、道路交通

への影響検証などの研究を行い、以下の成果が得られた。 

 

 1)「モジュール桁工法」施工確認試験 

 

現地状況を再現するため実物大供試体を用いた施工確認試験を実施し、施工性の良さを

実証した。主な検証内容を下記に示す。 

 

・ 「上部工の展開」では、実質 4分以内で展開でき、短時間に容易な施工ができる。 

・ 「上部工の地組立」では、ブラケットとともに、吊り足場も同時に搭載し、新たな足場

設置を不要とすることで、高所での危険作業を軽減することができる。 

・ 「上部工の仮固定」では、展開治具が桁自重を支え、また位置決めの役割を担うため、

展開直後のクレーンの解放及びドリフトピンの容易で確実な挿入が可能となり、静かに

円滑な施工を実現できる。 

 

 2)「橋脚柱先行建て込み工法」性能確認試験 

 

 実構造物を 1/1.4 に縮小した供試体により、施工性確認試験及び強度性能確認試験を実

施し、施工性及び強度性能を実証した。主な検証内容を下記に示す。 

 

 ① 施工性確認試験 

・ 基礎杭の施工誤差は、偏心量及び高さ、傾きとも 20 分以内で補正できる。 

・ 上下 PICO の組立ては、約 1 日で施工できる。これより、底版 PICO 等の取付けを含

めた PICO 治具全体の組立は、約 2日で施工可能であると考える。 

・ PICO 治具の施工精度は、基準高さ及び偏心量±1mm、上面の水平度 1/1000 以下であ

り、所要の精度（基準高さ及び偏心量±5mm、上面の水平度 1/500 以下）を十分満足

できる。 

・ 溶接の品質は、磁粉探傷試験の結果、不良箇所は見られず、上 PICO と下 PICO との

間隔を最低 500mm 程度とれば、良好な作業性と十分な品質を確保できる。 

 

 ② 強度性能確認試験 

・ ２つの供試体による載荷試験より、PICO 治具は所要の強度性能を有する。 

・ ２つの供試体の比較により、1/100 の傾斜誤差を補正しても強度性能には影響を与え

ない。 

・ PICO 治具の曲げ剛性に等価剛性率を考慮して、曲げ剛性を補正することにより、実

際の変位量等を算定できる。 

・ 今回得られた試験データにより、PICO 治具の耐荷メカニズムを明確化した。 
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・ 許容応力度法に基づいた各部位の設計計算法は、試験データと設計計算値を比較検

証した結果、その妥当性が認められる。 

・ 各部位の設計計算法に基づき、今回の供試体リブ配置等を勘案することで、所要の

性能を有する PICO 治具の設計体系を確立した。 

 

 3)「タイロッド式擁壁工法」景観プレキャストパネル設置状況確認試験 

 

景観プレキャストパネルの連続性や美観及び固定ボルトの性能を確認するため、実物大

供試体を用いた設置状況確認試験を実施し、所定の誤差における設置状況と施工性を実証

した。主な検証内容を下記に示す。 

 

・ 景観プレキャストパネルは、擁壁内側より設置することができ、その作業性も良好であ

る。 

・ また、固定ボルトを回転させることにより、容易に目隠しパネル等の取付位置を調整す

ることができる。 

・ 柵板パネルと目隠しパネルとの空隙部には、目地材を適切に使用することで、確実にグ

ラウトを充填できる。 

・ Ｈ鋼親杭の打設誤差は、目隠しパネル等の微調整を行うことで容易に吸収できるため、

景観プレキャストパネルの連続性を保て、美観向上につながる。 

 

 4)外部コストに関する検討 

 

 モデル地点での「すいすい MOP 工法」と従来工法の工事中における外部コストの比較を

行い、外部コストの改善効果を把握した。 

「すいすい MOP 工法」は従来工法と比較し、施工日数の 59%低減に対して、外部コスト

は 95%と大幅に低減できる。これは、交差点における右折レーンの確保により工事中の二

次渋滞を緩和することで、１日当りの損失額を大幅に低減することと、急速施工化による

施工期間の短縮との相乗効果によるものであり、工事期間中における外部コストの大幅な

低減を意図した本工法のメリットに具体性をもたせることができた。 

 

 新工法において開発した要素技術を表-1.1～1.3 に示す。各種確認試験により、安全かつ確実

な施工が出来ることを検証した。また、本工法は、工事中の二次渋滞削減効果が高く、外部コス

ト試算結果に示すように、立体交差事業のイニシャルコストを上回る外部コストの削減効果があ

る。今後の交差点立体化事業では、完成後の渋滞削減による経済効果や環境効果のみならず、工

事中の渋滞削減による外部コスト削減効果も踏まえた工法選定がトータルコストの低減につなが

ると考える。 
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上部構造

手 法 結 果

トラッククレーンに
よる吊り上げ架設工
法

構造部位 現状技術 課 題

張出しブラケットを架
設する際、位置決めも
含め、架設作業に時間
を要する。また、ト
ラッククレーンを現道
に配置するため、旋回
時の回転半径や転倒防
止用アウトリガーの張
出し幅との関係で、必
要車線が確保できない
場合がある。

安全性を担保した上で
の、施工性の向上
（架設時間の短縮）

実物大モデルの試験体
を用いて、検証試験を
実施した。

展開治具が、張出しブ
ラケットの自重の一部
を負担し、位置決めの
役割も果たすため、安
全性と施工性が向上す
るという結果を得た。
(張出しブラケットの展
開時間は、１箇所あた
り実質４分以内であっ
た）
また、事前に足場を、
張出しブラケットに設
置しておくことで、高
所作業における安全性
も改善できることが分
かった。

モジュール桁工法 張出しブラケットを
内側に折り畳むこと
で、施工ヤードを縮
小するとともに、張
出しブラケットの架
設作業を効率化す
る。

着
目
し
た
現
状
技
術

新
工
法
に
お
い
て
開
発
し
た
要
素
技
術

要素技術 開発目的 実現に向けた研究項目
検討手法及び結果

表-1.1 新工法において開発した要素技術（1） 
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表-1.2 新工法において開発した要素技術（2） 

橋脚部構造

手 法 結 果

構造部位

アンカーフレーム方
式

現状技術 課 題

施工性確認試験：
基礎杭の施工誤差補正
は短時間に行え、出来
形及び品質とも十分満
足することを確認でき
た。

強度性能確認試験：
基礎杭の施工誤差を補
正した場合において
も、所要の強度性能を
有することを確認でき
た。
また、許容応力度法に
よる設計手法が適切で
あることを確認でき
た。

検討手法及び結果

橋脚柱
先行建て込み工法

フーチングコンクリー
トの所要強度発現後、
橋脚柱の取付けとなる
ため、現場工期が長
い。

新
工
法
に
お
い
て
開
発
し
た
要
素
技
術

要素技術 開発目的 実現に向けた研究項目

フーチングコンク
リート打設前に橋脚
柱を建て込むことに
より、上下部工を同
時並行作業とし、現
場工期を短縮する。

埋込み方式による設計
法の道路橋への適用

既往文献調査により、
鉄道構造物等設計標
準・同解説及び日本建
築学会の基準類に準拠
した。

常時・レベル１：日本
建築学会の埋込み柱脚
に準拠し設計を行っ
た。
レベル２：鉄道構造物
等設計標準・同解説の
埋込み方式に準拠し設
計を行った。

基礎杭の荷重分担の考
え方

ＦＥＭ解析により、橋
脚柱に連結された影響
度を確認した。

フーチングコンクリー
ト打設後の死荷重増
分・活荷重・地震時荷
重等は、各基礎杭で均
等に分担されることを
確認できた。

基礎杭と橋脚柱を連結
する接合治具の性能評
価と設計手法の確立

接合治具の施工性確認
試験及び強度性能確認
試験を実施した。

着
目
し
た
現
状
技
術
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表-1.3 新工法において開発した要素技術（3） 

アプローチ部構造

手 法 結 果

課 題

着
目
し
た
現
状
技
術

現場打ち鉄筋コンク
リート擁壁

鉄筋・型枠の組立、コ
ンクリートの打設・養
生が必要なため、工
期・工費がかかる。

構造部位 現状技術

検討手法及び結果

新
工
法
に
お
い
て
開
発
し
た
要
素
技
術

要素技術 開発目的 実現に向けた研究項目

タイロッド式
擁壁工法

アプローチ部の擁壁
構造を簡略化するこ
とにより、工期の短
縮と工費を縮減する
とともに景観に配慮
する。

タイロッド式擁壁の設
計手法の確立

既往文献調査により道
路土工指針に準拠し
た。

鋼製部材の防錆対策 既往文献調査により、
道路橋示方書及び多数
アンカー式補強土壁工
法設計施工マニュアル
に準拠した。

地盤をバネにモデル化
し、タイロッドの配置
など施工ステップを考
慮したフレームモデル
として設計を行った。

擁壁のパネル構造 景観パネルの設置状況
確認試験を実施した。

景観パネルは擁壁内側
より、容易に設置でき
ることを確認できた。
また、景観パネルの連
続性を保つことがで
き、美観的にも優れて
いることを確認でき
た。

タイロッド部材：板厚
あるいは直径に対して
1mmの腐食代と溶融亜鉛
メッキ処理を行う。
Ｈ鋼親杭：鋼材面に対
して1mmの腐食代、地上
部はさらに溶融亜鉛
メッキ処理またはコン
クリート等の被覆を行
う。
（いずれの場合も厳し
い腐食環境では別途要
対策）
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2. 今後の課題 

 

「すいすい MOP 工法」は、下記に示す 5つの構成技術の集合体である。 

① モジュール桁工法 

② 橋脚柱先行建て込み工法 

③ 移動多軸台車による一括架設システム 

④ タイロッド式擁壁工法 

⑤ 橋台機能代替構造 

 これらの構成技術のうち、「移動多軸台車による一括架設システム」と「橋台機能代替構造」の

2 つの構成技術は、既存技術を組み合わせたものであり、個々の技術については既に確立されて

いる。また、今回新工法として開発した「モジュール桁工法」、「橋脚柱先行建て込み工法」、「タ

イロッド式擁壁工法」については、確認試験を通じて施工性や強度性能を実証し、技術確立を図

った。既存技術の融合と新工法の開発からなる本研究によって、「すいすい MOP 工法」の各構成技

術の整備を完了することができた。 

今後は、現場条件に対応した応用的展開の検討及び、実施工を通じた工法のブラッシュアップ

を行っていくことが肝要となる。 

   

 なお、「すいすい MOP 工法」の設計・施工に当っては、本研究の成果を基に三菱重工業㈱と戸田

建設㈱で作成した「すいすい MOP 工法 設計・施工マニュアル」をガイドラインとして取りまと

めたので参考にされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 1-1 

■橋脚柱の埋込み方式に関する既往文献調査結果について 

埋込み方式は、鉄道構造物等設計標準や建築学会の各基準類に示されており、また、表-1～3

に示すような各種研究成果が報告されている。これら既往文献調査結果に基づく埋込み方式の考

え方を以下に示す。 

 

(1) 橋脚柱はフーチング内にスタッドジベルなどを設け、スルーパス管などにより鉄筋を貫通さ

せることなどにより十分に定着され、フーチングに力を伝達できる構造（図-1 にその一例を

示す）とすることを原則とする。また、埋込み深さ及びスタッドジベルの照査を以下の方法

により行うものとし、最低埋込み深さを 1.0×Ld（Ld：橋脚柱の長辺長）とする。 

 

1) 常時、暴風時及びレベル１地震時等の検討 

曲げモーメント Mとせん断力 Qに対しては、以下の式を満足するものとする。 

X=((3M+Q+2QL)±√((3M+Q+2QL)(3M+Q)))/(2Q) 

σc=2QX/((2LX-L2)Lb)≦σca  

ここに、 Lb:橋脚柱幅、σca：許容支圧応力度、 L：埋込み長さ 

また、鉛直力 N は、柱周囲のスタッドにより抵抗するものとし、道路橋示方書・同解説Ⅱ

鋼橋編に準拠して以下の式により照査する。 

      Qa=9.4d2×√(σck)        (H/d≧5.5)   

Qa=1.72dH×√(σck)      (H/d＜5.5) 

    ここに、Qa:スタッドの許容せん断力（N／本）、ｄ：スタッドの軸径(mm) 

        H：スタッドの全高さ、150mm 程度を標準とする、σck：設計基準強度（N/mm2） 

      許容応力度及び割増し等は道路橋示方書・同解説Ⅱ鋼橋編に準ずるものとする。 

 

 

 

図-1 埋込み柱とフーチングとの取り合い構造の一例 
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N
o
.

内
容

名
称

著
者
（
所
属
）

文
献

V
o
l.

a
埋
込
0
.5
D
～
1
.5
D
、
円
形
柱
、
ベ
ー
ス

プ
レ
ー
ト
(B
P
)有
無

コ
ン
ク
リ
ー
ト
充
填
鋼
管
柱
の
埋
め
込
み
柱
脚
に
関

す
る
実
験
的
研
究

安
原
真
人
、
村
田
清
満
（
鉄
道
総
研
）
;

木
下
雅
敬
（
新
日
鉄
）

土
木
学
会
年
次
学
術
講

演
会
講
演
概
要
集
第
１

部

V
O
L
.5
1
st
, 
I-

A
4
3
0
, 
1
9
9
6

b
a)
の
詳
細

混
合
構
造
物
接
合
部
の
耐
荷
力
の
評
価

村
田
清
満
、
安
原
真
人
（
鉄
道
総
研
）
;

木
下
雅
敬
、
葛
拓
造
（
新
日
鉄
）
鉄
道
総
研
報
告

1
9
9
7
.1
2

c
J
R
の
施
工
報
告
、
杭
・
柱
間
で
埋
込

接
合
と
記
述
有
り
（
詳
細
無
し
）
C
F
T
(コ
ン
ク
リ
ー
ト
充
填
鋼
管
）
柱
を
用
い
た
ラ
ー
メ

ン
高
架
橋
の
設
計

瀧
上
照
雄
、
石
井
拡
一
（
J
R
東
海
）
日
本
鉄
道
協
会
誌
2
0
0
0
.5

d
埋
込
<
1
D
、
角
形
断
面
、
B
P
無
し
、
ス

タ
ッ
ド
使
用

鋼
殻
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
合
成
構
造
を
用
い
た
高
橋
脚

の
基
礎
定
着
部
加
力
実
験

大
本
晋
士
郎
、
 大
森
英
二
、
 山
口
高

弘
、
 鵜
飼
達
郎
 (
熊
谷
組
);
 小
野
源
一

郎
 (
住
友
金
属
工
業
)

土
木
学
会
年
次
学
術
講

演
会
講
演
概
要
集
第
１

部

V
O
L
.5
3
rd
,共
通

ｾ
ｯ
ｼ
ｮﾝ
P
A
G
E
.3
5
4
‐
3
5
5

1
9
9
8

e
埋
込
1
～
1
.5
D
、
角
形
断
面
、
B
P
有

無
、
有
孔
・
貫
通
鉄
筋
、
ス
タ
ッ
ド
有

無

直
接
埋
め
込
み
方
式
に
よ
る
鋼
製
橋
脚
の
フ
ー
チ
ン

グ
へ
の
固
定
に
関
す
る
実
験
的
研
究

前
田
敬
一
郎
 (
埼
玉
大
大
学
院
);
 町

田
篤
彦
 (
埼
玉
大
)

コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
学
年
次

論
文
報
告
集

V
O
L
.2
0
,N
O
.3

P
A
G
E
.8
8
3
‐
8
8
8

1
9
9
8

f
各
種
方
式
比
較
、
円
形
断
面
、
B
P
有

無
繰
り
返
し
曲
げ
を
受
け
る
合
成
鋼
管
柱
の
変
形
性
能

に
関
す
る
実
験
的
研
究

吉
田
佳
、
 石
橋
忠
良
、
 梅
田
孝
夫
、

工
藤
伸
司
 (
Ｊ
Ｒ
東
日
本
)

コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
学
年
次

論
文
報
告
集

V
O
L
.1
5
,N
O
.2

P
A
G
E
.9
6
5
‐
9
7
0

1
9
9
3

g
埋
込
1
D
、
円
形
断
面
、
B
P
外
周
部
の

み
？
、
有
孔
・
貫
通
鉄
筋

合
成
柱
に
よ
る
高
架
橋
橋
脚
の
研
究
（
そ
の
３
）
合

成
性
と
フ
ー
チ
ン
グ
の
接
合
部
の
実
験
的
研
究

川
那
部
嘉
彦
、
 増
井
直
樹
、
 岡
島
豊

行
 (
大
林
組
);
 小
畠
克
朗
、
 入
沢
賢

一
、
 高
橋
泰
彦
 (
大
林
組
技
研
)
大
林
組
技
術
研
究
所
報
N
O
.4
3

P
A
G
E
.4
5
‐
5
0

1
9
9
1

h
g)
の
要
約

合
成
柱
を
有
す
る
橋
脚
の
柱
・
フ
ー
チ
ン
グ
接
合
部

に
関
す
る
実
験
的
研
究

山
田
淳
、
 平
林
泰
明
 (
首
都
高
速
道
路

公
団
);
 高
橋
泰
彦
、
 川
那
部
嘉
彦
 (
大

林
組
)

土
木
学
会
年
次
学
術
講

演
会
講
演
概
要
集
第
１

部

V
O
L
.4
5
th

P
A
G
E
.5
5
0
‐
5
5
1

1
9
9
0

i
ソ
ケ
ッ
ト
結
合
（
1
、
1
.5
D
）
、
円
形
断

面
、
埋
込
0
.5
～
2
D
、
B
P
無
し

コ
ン
ク
リ
ｰ
ト
充
填
鋼
管
ソ
ケ
ッ
ト
接
合
部
の
耐
力
評

価
野
沢
伸
一
郎
(J
R
東
日
本
)、
築
嶋
大

輔
、
石
橋
忠
良
;木
下
雅
敬
(新
日
鉄
)
土
木
学
会
論
文
集
N
o
.
6
0
6
,

P
A
G
E
.
3
1
-
4
2
,

1
9
9
8

j
ソ
ケ
ッ
ト
結
合
（
2
～
4
D
）
、
円
形
断

面
、
埋
込
0
.5
～
1
.5
D
、
B
P
有
無
、
ず

れ
止
め
有
無

ず
れ
止
め
を
用
い
た
コ
ン
ク
リ
ｰ
ト
充
填
鋼
管
ソ
ケ
ッ

ト
接
合
部
の
耐
力
評
価

野
沢
伸
一
郎
、
築
嶋
大
輔
、
石
橋
忠
良

(J
R
東
日
本
);
木
下
雅
敬
(新
日
鉄
)
土
木
学
会
論
文
集
N
o
.6
3
4
,

P
A
G
E
.7
1
-
8
9
,

1
9
9
9

k
ソ
ケ
ッ
ト
結
合
（
2
D
）
、
円
形
断
面
、
埋

込
1
.5
D
、
B
P
無
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
強
度

変
化

C
F
T
柱
－
杭
ソ
ケ
ッ
ト
式
接
合
部
の
耐
苛
性
状
に
環

状
コ
ン
ク
リ
ｰ
ト
強
度
が
及
ぼ
す
影
響

山
本
秀
裕
、
野
沢
伸
一
郎
、
築
嶋
大

輔
、
(J
R
東
日
本
)

土
木
学
会
年
次
学
術
講

演
会
講
演
概
要
集
第
5
部

V
O
L
.5
4
th
,

P
A
G
E
.8
0
0
-
8
0
1
,

1
9
9
9

l
施
工
報
告
、
J
R
高
架
橋
、
コ
ン
ク
リ
ー

ト
鋼
管
柱
、
鋼
管
貫
通
鉄
筋

工
期
短
縮
を
主
眼
と
し
た
新
駅
設
置

－
J
R
武
蔵
野
線
・
東
松
戸
駅
新
設
工
事
－

斉
木
勇
、
阿
部
正
、
皆
川
悟
（
J
R
東
日

本
）

土
木
施
工

3
9
巻
1
1
号

1
9
8
8
.1
1

表
-
1
埋
込
み
方
式
文
献
リ
ス
ト



資料 1-4 

 

N
o
.

名
称

実
験
の
目
的

実
験
に
よ
り
得
ら
れ
た
知
見

a
コ
ン
ク
リ
ー
ト
充
填
鋼
管
柱
の
埋
め
込
み
柱
脚

に
関
す
る
実
験
的
研
究

・
埋
込
み
方
式
の
耐
力
お
よ
び
変
形
性
能
の
検
討
・
埋
込
み
深
さ
を
1
.0
D
以
上
と
す
る
こ
と
で
、
他
の
影
響
パ
ラ
メ
ー
タ
（
ベ
ー
ス
プ

レ
ー
ト
径
、
軸
力
、
フ
ー
プ
鉄
筋
補
強
）
に
関
わ
ら
ず
、
十
分
な
接
合
部
耐
力
を

保
有
す
る
。

b
混
合
構
造
物
接
合
部
の
耐
荷
力
の
評
価
（
文
献
aは
、
文
献
bの
要
約
版
）

－

c
C
F
T
（
コ
ン
ク
リ
ー
ト
充
填
鋼
管
）
柱
を
用
い
た

ラ
ー
メ
ン
高
架
橋
の
設
計

（
文
献
c
は
施
工
報
告
）

－

d
鋼
殻
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
合
成
構
造
を
用
い
た
高

橋
脚
の
基
礎
定
着
部
加
力
実
験

・
基
礎
定
着
部
に
お
け
る
ス
タ
ッ
ド
の
力
学
特
性
の
把
握
・
ス
タ
ッ
ド
の
耐
力
が
確
認
で
き
た
。

・
フ
ー
プ
筋
お
よ
び
せ
ん
断
補
強
筋
が
重
要
。

e
直
接
埋
め
込
み
方
式
に
よ
る
鋼
製
橋
脚
の
フ
ー

チ
ン
グ
へ
の
固
定
に
関
す
る
実
験
的
研
究
・
ス
タ
ッ
ド
、
穴
あ
き
鋼
板
に
よ
る
付
着
効
果
の
確
認

・
有
孔
鋼
板
の
付
着
力
が
耐
力
に
寄
与
す
る
。

・
フ
ー
チ
ン
グ
の
補
強
を
十
分
に
行
う
必
要
が
あ
る
。

・
埋
込
み
深
さ
1
.0
D
で
は
抜
け
出
し
が
生
じ
る
。

（
た
だ
し
1
.0
D
の
ケ
ー
ス
は
、
ベ
ー
ス
プ
レ
ー
ト
も
ス
タ
ッ
ド
も
な
し
）

f
繰
り
返
し
曲
げ
を
受
け
る
合
成
鋼
管
柱
の
変
形

性
能
に
関
す
る
実
験
的
研
究

・
埋
込
み
方
式
、
他
各
種
接
合
方
式
の
比
較

・
試
験
体
の
埋
込
み
深
さ
は
1
.5
D
、
べ
ス
プ
レ
ー
ト
付

・
埋
込
み
方
式
で
は
鋼
管
の
局
部
座
屈
に
よ
り
耐
力
が
低
下
。

・
ア
ン
カ
ー
フ
レ
ー
ム
方
式
は
じ
ん
性
率
が
小
さ
い
。

・
ベ
ー
ス
プ
レ
ー
ト
付
の
埋
込
み
方
式
は
耐
力
が
大
き
い
。

g
合
成
柱
に
よ
る
高
架
橋
橋
脚
の
研
究
（
そ
の
３
）

合
成
性
と
フ
ー
チ
ン
グ
の
接
合
部
の
実
験
的
研

究
・
合
成
柱
に
適
合
し
た
埋
込
み
形
式
の
接
合
部
を
検
討
・
埋
込
み
深
さ
1
.0
D
で
耐
力
や
じ
ん
性
を
発
揮
さ
せ
る
接
合
部
と
な
る
。

h
合
成
柱
を
有
す
る
橋
脚
の
柱
・
フ
ー
チ
ン
グ
接

合
部
に
関
す
る
実
験
的
研
究

（
文
献
ｇ
の
要
約
版
）

－

i
コ
ン
ク
リ
ｰ
ト
充
填
鋼
管
ソ
ケ
ッ
ト
接
合
部
の
耐

力
評
価

・
ソ
ケ
ッ
ト
接
合
の
耐
荷
機
構
、
終
局
強
度
を
検
討

・
接
合
部
の
終
局
強
度
は
、
差
し
込
み
長
・
外
側
鋼
管
の
強
度
に
よ
る
。

・
外
ダ
イ
ヤ
フ
ラ
ム
の
影
響
は
な
い
。

・
終
局
強
度
の
算
定
方
法
を
見
い
だ
し
た
。

j
ず
れ
止
め
を
用
い
た
コ
ン
ク
リ
ｰ
ト
充
填
鋼
管
ソ

ケ
ッ
ト
接
合
部
の
耐
力
評
価

・
載
荷
方
法
、
鋼
管
径
の
比
を
パ
ラ
メ
ー
タ
と
し
た
試
験
・
鋼
管
径
の
違
い
が
大
き
く
な
っ
た
場
合
は
破
壊
性
状
が
異
な
る
。

・
ベ
ー
ス
プ
レ
ー
ト
と
柱
の
ズ
レ
止
め
で
は
、
破
壊
性
状
は
同
様
。

k
C
F
T
柱
－
杭
ソ
ケ
ッ
ト
式
接
合
部
の
耐
苛
性
状

に
環
状
コ
ン
ク
リ
ｰ
ト
強
度
が
及
ぼ
す
影
響
・
ソ
ケ
ッ
ト
部
の
環
状
コ
ン
ク
リ
ー
ト
強
度
の
影
響
を
検
討
・
強
度
が
2
2
.4
N
/
m
m
2
以
上
あ
れ
ば
十
分
体
力
を
発
揮
す
る
。

l
工
期
短
縮
を
主
眼
と
し
た
新
駅
設
置

－
J
R
武
蔵
野
線
・
東
松
戸
駅
新
設
工
事
－
（
文
献
lは
施
工
報
告
）

－

表
-
2
埋
込
み
方
式
実
験
結
果
一
覧
表
(
1
)
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表-3 埋込み方式実験結果一覧表(2) 

No. 名称 内容 形式 パラメータ 試験結果

a,b

コンクリー
ト充填鋼管
柱の埋め込
み柱脚に関
する実験的
研究

混合構造物
接合部の耐
荷力の評価

埋込0.5D
～1.5D、
円形柱、
ベースプ
レート
(BP)有無

d

鋼殻・コン
クリートの
合成構造を
用いた高橋
脚の基礎定
着部加力実
験

埋込<1D、
角形断
面、BP無
し、ス
タッド使
用

e

直接埋め込
み方式によ
る鋼製橋脚
のフーチン
グへの固定
に関する実
験的研究

埋込1～
1.5D、角
形断面、
BP有無、
有孔・貫
通鉄筋、
スタッド
有無

f

繰り返し曲
げを受ける
合成鋼管柱
の変形性能
に関する実
験的研究

各種方式
比較、円
形断面、
BP有無
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表-4 埋込み方式実験結果一覧表(3) 

No. 名称 内容 形式 パラメータ 試験結果

g,h

合成柱によ
る高架橋橋
脚の研究
（その３）
合成性と
フーチング
の接合部の
実験的研究

合成柱を有
する橋脚の
柱・フーチ
ング接合部
に関する実
験的研究

埋込1D、
円形断
面、BP外
周部、有
孔・貫通
鉄筋

i

コンクリｰト
充填鋼管ソ
ケット接合
部の耐力評
価

ソケット
結合（1、
1.5D）、
円形断
面、埋込
0.5～2D、
BP無し

j

ずれ止めを
用いたコン
クリｰト充填
鋼管ソケッ
ト接合部の
耐力評価

ソケット
結合（2～
4D）、円
形断面、
埋込0.5～
1.5D、BP
有無、ず
れ止め有
無

k

CFT柱－杭ソ
ケット式接
合部の耐苛
性状に環状
コンクリｰト
強度が及ぼ
す影響

ソケット
結合
（2D）、
円形断
面、埋込
1.5D、BP
無、コン
クリート
強度変化
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(2)FEM 解析結果について 

 1)解析目的 

橋梁完成時（基礎杭５本で支持）において、フーチングコンクリート打設後の上部工増

荷重による各基礎杭の荷重分担比率により、基礎杭荷重分担の考え方の妥当性を検証する

（図-2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 上部工増荷重による各基礎杭の荷重図 

 

2)解析モデル 

・解析モデルは上下線分離型とし、土質条件は交差点右側を採用する（図-3、図-4 参照）。 

・対称な形状なので中心軸で分割し、1/2 モデルとする（図-4、図-5 参照）。 

・PICO 治具もモデル化し解析を行う。 

3)荷重 

・常 時 

・地震時（レベル１地震：ｋH＝0.3） 

 

4)解析ソフト 

・NASTRAN 

 

5)解析結果 

PICO による中央の基礎杭の荷重増分は１％未満であり、各基礎杭において均等に荷重分

担されていることが検証された（図-7～13 参照）。 
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図-4 土質柱状図 
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図-5 解析モデル図（その１） 
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図-7 最大主応力図（常時） 

図-8 最小主応力図（常時） 
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図-11 最小主応力図（地震時） 

図-10 最大主応力図（地震時）
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表-1 杭の軸方向バネ定数 ＫVE 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 水平方向地盤反力係数（Ｎ値=1）ＫHE 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KVE = a・Ap・Ep / L = 363,129

ここに，

KVE ： 杭の軸方向バネ定数 (kN/m)

Ap ： 杭の純断面積 (mm2) =64525

Ep ： 杭体のヤング率 (kN/mm2) =200.00

a ： 中堀り杭として a = 0.010(L/D)+0.36 =0.53

L ： 杭長 (m) =18.90

 D ： 杭径 (m) =1.10

ｔ ： 杭の板厚(m) =0.019  

杭のヤング率 2.0E+08 kN/m2

杭径 1.100 m
板厚 0.019 m

9.43E-03 m
4

層 No. 地盤の 層厚 N値 E0 KH0 KH β ηK･αK KHE

種類 (m) (kN/m2) (kN/m3) (kN/m3) (m-1) (kN/m3)

1 粘性土 17.8 1 2,800 18,667 3,347 0.125 1.5 5,021

2 砂質土 1.1 50 140,000 933,333 250,868 0.368 1.5 376,302

変形係数  E0=2800･N Ｈ14 道示-下部 表-解 9.5.1

水平地震反力係数の基準値  KH0 = 1/0.3・α･E0 Ｈ14 道示-下部解 9.5.5

水平方向地盤反力係数  KH = KH0・(BH /0.3)
-3/4 Ｈ14 道示-下部 解 9.5.4

杭の特性値  β = 4√( (KH･D)/(4･E･I) ) Ｈ14 道示-下部 9.5.2

荷重作用方向に直交する基礎の換算載荷幅  BH =√(D/β) Ｈ14 道示-下部 表-解 9.5.2

杭の断面２次ﾓｰﾒﾝﾄ
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表-3 水平地盤反力度の上限値（Ｎ値=1）ＰHU 

地盤の 層厚 深度 粘着力 せん断 壁面 単位体積 土被り 受働 受働 水平地盤反力

No. 抵抗角 摩擦角 重量 土圧係数 土圧強度 ηpαp 度の上限値
種類 x C φ δE γ' KEP PU PHU

(m) (m) (kN/m
2
) (°） (°） (kN/m

3
) (kN/m

2
) (kN/m

2
) (kN/m

2
)

  0.00 0.00 12.000 12.00
1 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0

1.10 5.72 17.720 17.72
1.10 5.72 17.720 17.72

2 粘性土 0.875 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
1.98 10.27 22.270 22.27
1.98 10.27 22.270 22.27

3 粘性土 0.875 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
2.85 14.82 26.820 26.82
2.85 14.82 26.820 26.82

4 粘性土 0.875 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
3.73 19.37 31.370 31.37
3.73 19.37 31.370 31.37

5 粘性土 0.875 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
4.60 23.92 35.920 35.92
4.60 23.92 35.920 35.92

6 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
5.70 29.64 41.640 41.64
5.70 29.64 41.640 41.64

7 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
6.80 35.36 47.360 47.36
6.80 35.36 47.360 47.36

8 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
7.90 41.08 53.080 53.08
7.90 41.08 53.080 53.08

9 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
9.00 46.80 58.800 58.80
9.00 46.80 58.800 58.80

10 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
10.10 52.52 64.520 64.52
10.10 52.52 64.520 64.52

11 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
11.20 58.24 70.240 70.24
11.20 58.24 70.240 70.24

12 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
12.30 63.96 75.960 75.96
12.30 63.96 75.960 75.96

13 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
13.40 69.68 81.680 81.68
13.40 69.68 81.680 81.68

14 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
14.50 75.40 87.400 87.40
14.50 75.40 87.400 87.40

15 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
15.60 81.12 93.120 93.12
15.60 81.12 93.120 93.12

16 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
16.70 86.84 98.840 98.84
16.70 86.84 98.840 98.84

17 粘性土 1.1 6.0 0 0 5.2 1.000 1.0
17.80 92.56 104.560 104.56
17.80 92.56 641.819 1925.46

18 砂質土 1.1 0 42.4 -7.064 10.2 6.934 3.0
18.90 103.78 719.619 2158.86  
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表-4 水平方向地盤反力係数（Ｎ値=2）ＫHE 

杭のヤング率 2.0E+08 kN/m2

杭径 1.100 m
板厚 0.019 m

9.43E-03 m4

層 No. 地盤の 層厚 N値 E0 KH0 KH β ηK･αK KHE

種類 (m) (kN/m2) (kN/m3) (kN/m3) (m-1) (kN/m3)

1 粘性土 17.8 2 5,600 37,333 7,193 0.151 1.5 10,789

2 砂質土 1.1 50 140,000 933,333 250,868 0.368 1.5 376,302

変形係数  E0=2800･N Ｈ14 道示-下部 表-解 9.5.1

水平地震反力係数の基準値  KH0 = 1/0.3・α･E0 Ｈ14 道示-下部解 9.5.5

水平方向地盤反力係数  KH = KH0・(BH /0.3)
-3/4 Ｈ14 道示-下部 解 9.5.4

杭の特性値  β = 4√( (KH･D)/(4･E･I) ) Ｈ14 道示-下部 9.5.2

荷重作用方向に直交する基礎の換算載荷幅  BH =√(D/β) Ｈ14 道示-下部 表-解 9.5.2

杭の断面２次ﾓｰﾒﾝﾄ
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表-5 水平地盤反力度の上限値（Ｎ値=2）ＰHU 

地盤の 層厚 深度 粘着力 せん断 壁面 単位体積 土被り 受働 受働 水平地盤反力

No. 抵抗角 摩擦角 重量 土圧係数 土圧強度 ηpαp 度の上限値
種類 x C φ δE γ' KEP PU PHU

(m) (m) (kN/m2) (°） (°） (kN/m3) (kN/m2) (kN/m2) (kN/m2)
  0.00 0.00 24.000 24.00
1 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0

1.10 5.72 29.720 29.72
1.10 5.72 29.720 29.72

2 粘性土 0.875 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
1.98 10.27 34.270 34.27
1.98 10.27 34.270 34.27

3 粘性土 0.875 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
2.85 14.82 38.820 38.82
2.85 14.82 38.820 38.82

4 粘性土 0.875 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
3.73 19.37 43.370 43.37
3.73 19.37 43.370 43.37

5 粘性土 0.875 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
4.60 23.92 47.920 47.92
4.60 23.92 47.920 47.92

6 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
5.70 29.64 53.640 53.64
5.70 29.64 53.640 53.64

7 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
6.80 35.36 59.360 59.36
6.80 35.36 59.360 59.36

8 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
7.90 41.08 65.080 65.08
7.90 41.08 65.080 65.08

9 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
9.00 46.80 70.800 70.80
9.00 46.80 70.800 70.80

10 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
10.10 52.52 76.520 76.52
10.10 52.52 76.520 76.52

11 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
11.20 58.24 82.240 82.24
11.20 58.24 82.240 82.24

12 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
12.30 63.96 87.960 87.96
12.30 63.96 87.960 87.96

13 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
13.40 69.68 93.680 93.68
13.40 69.68 93.680 93.68

14 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
14.50 75.40 99.400 99.40
14.50 75.40 99.400 99.40

15 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
15.60 81.12 105.120 105.12
15.60 81.12 105.120 105.12

16 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
16.70 86.84 110.840 110.84
16.70 86.84 110.840 110.84

17 粘性土 1.1 12.0 0 0 5.2 1.000 1.0
17.80 92.56 116.560 116.56
17.80 92.56 641.819 1925.46

18 砂質土 1.1 0 42.4 -7.064 10.2 6.934 3.0
18.90 103.78 719.619 2158.86  
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■「すいすいＭＯＰ工法」に関する投稿論文について 

 共同研究期間中に投稿した論文を以下に示す。 

 

表-1 投稿論文一覧表 

No 投稿先 講演会名等 論文タイトル 執筆者 

1 (社)土木学会 第 58 回年次学術講演会

（H15.9）

立体交差工事における二次渋滞の

回避を狙った急速施工法の開発 

（資料 4-2） 

中谷眞二*2 

新田明*2  

大波修二*2 

栗原正幸*2 

浅野均*3  

朝倉弘明*3 

2 (社)日本道路

協会 

第 25 回日本道路会議 

（H15.11）

立体交差急速施工技術「すいすい

ＭＯＰ工法」の開発 

（資料 4-4） 

浅野均*3 

朝倉弘明*3 

中谷眞二*2 

3 土木技術社 土木技術第 59 巻 4 号 

（H16.4）

急速立体交差技術「すいすいＭＯ

Ｐ工法」 

（資料 4-6） 

新田明*2  

神宮敏樹*2 

朝倉弘明*3 

4 (社)土木学会 第 59 回年次学術講演会

（H16.9）

立体交差急速施工に係わる橋脚柱

先行建て込み工法の適用性につい

て 

（資料 4-11） 

浅野均*3 

小林修*3  

中谷眞二*2 

新田明*2  

5 (社)土木学会 第 59 回年次学術講演会

（H16.9）

立体交差急速施工技術「すいすい

ＭＯＰ工法」上部工施工試験 

（資料 4-13） 

神宮敏樹*2 

大波修二*2 

栗原正幸*2 

北嶋杉生*2 

浅野均*3  

小林修*3  

6 日本工業出版

㈱ 

建設機械 2005/04 号 

（H17.1 投稿）

急速施工立体交差技術すいすいＭ

ＯＰ工法 

（資料 4-15） 

福井次郎*1 

中谷眞二*2 

新田明*2  

大波修二*2

浅野均*3  

小林修*3  

7 (社)土木学会 第 60 回年次学術講演会

（H17.3 投稿）

立体交差急速施工に係わる橋脚柱

先行建て込み工法の適用性につい

て 

（資料 4-21） 

福井次郎*1 

浅野均*3  

請川誠*3 

小林修*3  

新田明*2  

大波修二*2 

*1(独)土木研究所、*2三菱重工業(株)、*3戸田建設(株) 
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No.2 第 25 回日本道路会議 
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No.3 土木技術第 59 巻 4 号 
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No.4 第 59 回年次学術講演会 
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No.5 第 59 回年次学術講演会 
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